
 

監査結果公表第８－４号 

 

 

包括外部監査の結果に基づき講じた措置の内容の公表について 

 

 

 市長から、包括外部監査の結果に基づき講じた措置の内容について、地方自治法第

252条の38第６項の規定により通知があったので、同項の規定により当該措置の内容

を次のとおり公表します。 

 

 

  令和８年８月26日 

 

                    八尾市監査委員  浅 川 昌 孝   

                       同     木 虎 孝 之   

                       同     露 原 行 隆   

                       同     吉 村 拓 哉   

 

 

記 

 

１ 措置の内容の通知 

   令和８年８月24日付け八政行第223号 

 

２ 問合せ先 

   八尾市本町一丁目１番１号 

    八尾市監査事務局 

     電話番号 072－924－3896（直通） 

 

３ その他 

   措置の内容については、市役所本館３階の情報公開室及び八尾市ホームページ

でも閲覧できます。 



 

八政行第 223 号 

令和８年８月 24日 

八尾市監査委員  浅 川  昌 孝 様 

八尾市監査委員  木 虎  孝 之 様 

八尾市監査委員  露 原  行 隆 様 

八尾市監査委員  吉 村  拓 哉 様 

 

八尾市長 山本 桂右 

 

 

包括外部監査の結果に基づき講じた措置等について（通知） 

 

 

地方自治法第 252 条の 38 第６項の規定に基づき、下記の事項に関し、本年７月 20日

までに講じた措置等について、別紙のとおり通知します。 

 

記 

 

○平成 19年度包括外部監査について 

人件費にかかる財務事務について 

○平成 26年度包括外部監査について 

生活保護事業に関する事務の執行について 

○平成 27年度包括外部監査について 

市単費事業に関する事務の執行について 

○平成 28年度包括外部監査について 

外郭団体の財務に関する事務の執行及び当該外郭団体の出納その他の事務の執

行について 

○平成 30年度包括外部監査について 

補助金・負担金等に係る事務の執行について 

○令和元年度包括外部監査について 

高齢者福祉に関する事務の執行について 

○令和２年度包括外部監査について 

   公の施設のうち指定管理者が管理運営を行うものに関する事務の執行について 

○令和３年度包括外部監査について 

   委託契約に関する事務の執行について 

 



 

○令和４年度包括外部監査について 

   財産の管理及び運用に係る事務の執行について 

○令和５年度包括外部監査について 

   産業振興、雇用創出及び観光振興に係る事務の執行について 

○令和６年度包括外部監査について 

   子ども・子育て支援施策に係る事務の執行について 

○令和７年度包括外部監査について 

   学校教育に係る財務事務の執行について 

 

※なお、平成 14 年度包括外部監査「出資法人（４法人）の財務事務及び八尾市の４出資法人に

対する出資金、委託料及び財政援助に関する財務事務について」、平成 15 年度「補助金の財

務事務の執行について」、平成 16 年度「八尾市公共下水道事業及びその他の下水処理に関連

する事業について」、平成 17 年度「「公の施設」の管理運営について」、平成 18 年度「八尾市

立病院事業の財務に関する事務の執行及び経営に係る事業の管理について」、平成 20 年度「国

民健康保険事業及び介護保険事業について」、平成 21 年度「委託契約及び工事請負契約の事

務の執行について」、平成 22 年度「歳入の執行事務について」、平成 23 年度「教育行政にお

ける取組み等について」、平成 24 年度「水道事業の財務に関する事務及び経営に関する事業

の管理について」、平成 25 年度「公共資産（インフラ資産）の整備及び管理に係る財務に関

する事務の執行及び事業の管理について」及び平成 29 年度「税務事務の執行について」は、

全ての結果・意見に対して対応済みとなっております。 



○包括外部監査における改善措置等の状況(令和８年７月20日時点)

合計件数
(d)

内、「措置済み」件
数

内、「市の判断によ
り対応」した件数

結果 45 45

意見 441 441

結果 4 4 ――― ――― ――― ――― ―――

意見 33 32 1 1 1 0 0

結果 23 23

意見 123 123

結果 7 7 ――― ――― ――― ――― ―――

意見 22 21 1 0 0 0 1

結果 4 4 ――― ――― ――― ――― ―――

意見 67 66 1 0 0 0 1

結果 26 26 ――― ――― ――― ――― ―――

意見 94 93 1 0 0 0 1

結果 3 3

意見 21 21

結果 7 7 ――― ――― ――― ――― ―――

意見 52 48 4 4 0 4 0

結果 18 18 ――― ――― ――― ――― ―――

意見 66 60 6 0 0 0 6

結果 15 15 ――― ――― ――― ――― ―――

意見 77 73 4 3 3 0 1

結果 4 4 ――― ――― ――― ――― ―――

意見 95 87 8 2 2 0 6

結果 7 5 2 0 0 0 2

意見 30 19 11 2 2 0 9

結果 3 2 1 1 1 0 0

意見 28 9 19 12 9 3 7

結果 6 6 ――― ――― ――― ――― ―――

意見 30 11 19 15 12 3 4

結果 5 5 2 2 0 3

意見 61 61 10 10 0 51

結果 177 169 8 3 3 0 5

意見 1,240 1,104 136 49 39 10 87
合 計

R6 子ども・子育て支援施策に係る事務の執行について

R7 学校教育に係る財務事務の執行について

R3 委託契約に関する事務の執行について

R4 財産の管理及び運用に係る事務の執行について

R5 産業振興、雇用創出及び観光振興に係る事務の執行について

30 補助金・負担金等に係る事務の執行について

R1 高齢者福祉に関する事務の執行について

R2 公の施設のうち指定管理者が管理運営を行うものに関する事務の執行について

28
外郭団体の財務に関する事務の執行及び当該外郭団体の出納その他の
事務の執行について

29 税務事務の執行について

H20～25年度までの監査の結果・意見は、すべて措置対応済み
監査の内容：(20保険事業）（21委託契約及び工事請負）（22歳入事務）（23教育行政）
（24水道事業）（25公共資産）

26 生活保護事業に関する事務の執行について

27 市単費事業に関する事務の執行について

次回以降に
対応する件数

(c)-(d)

H14～18年度までの監査の結果・意見は、すべて措置対応済み
監査の内容：(14出資法人)(15補助金)(16公共下水道）（17公の施設）（18市立病院）

19 人件費にかかる財務事務について

今回対応済みとなった件数

年度 監査の内容
結果意見の件数

(a)

令和７年７月20日ま
での対応済み件数

(b)

今回対応分
(a)-(b)
=(c)
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１．令和８年７月 20 日までに改善措置等を講じた事項 

≪監査の結果≫ 地方自治法第 252 条の 37 第５項に基づく監査の結果に対する措置について（３件） 

 

【令和５年度】産業振興、雇用創出及び観光振興に係る事務の執行について 

（15）観光活動支援育成事業 

番号 所 管 課 項     目 監査の結果（要旨） R7.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 R8.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 

1 観光・文化財課 観光協会の公

式サイトの情報

セキュリティー

について 

通信が暗号化された WEB サイトとして現在広く普

及している、アドレスが「https://～」から始まる通信規

格を観光協会の WEB サイトが採用していないため、

アクセスしたユーザーのデバイスのセキュリティーレベ

ルの設定によっては、観光協会の WEB サイトを閲覧

できない。 

誰もが安心してアクセスできるように、市は補助事

業の実施状況の確認手続の一環で、指導すべきであ

る。 

観光協会公式サイトの情報セキュリティーにつ

いて指導をしており、現在、協会において対応を

進めているところですが、令和７年 10 月 31 日を

もって観光協会は解散することとなったことから、

当該サイトの取り扱いも含めて整理しているところ

です。 

観光協会の解散に伴い公式サイトも閉鎖しまし

た。 

（措置済み） 

 

【令和７年度】学校教育に係る財務事務の執行について 

（共通事項） 

（１）現地調査に係るもの 

番号 所 管 課 項     目 意見の内容（要旨） R7.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 R8.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 

2 教育施設課 学校備品の現

在高調査につ

いて 

学校備品の管理に関する事務の正確性及び適正

性の観点から、学校備品の現品確認について、事務

担当者などの立会人を必ず設けたうえで実施し、その

結果を教育施設課に報告する仕組みを「学校事務の

手引き」に明記するなど、財務規則第 181 条に則った

運用へと改善すべきである。 

 学校備品については、２人以上で現品確認を行

い、予算担当課に報告するよう「学校事務の手引

き」に明記し、学校に周知しました。 

（措置済み） 

（個別事項） 

（１）小学校給食管理運営業務 

番号 所 管 課 項     目 意見の内容（要旨） R7.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 R8.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 

3 学務給食課 随意契約の公

表漏れについて 

随意契約の公表指針では、「地方自治法施行令第

167 条の２第１項第２号から第９号までを根拠とする

随意契約すべてを公表の対象とする」と定めている

が、公表されていない契約があった。 

 令和７年 10 月から令和８年３月の随意契約公

表時においては、新たに作成した契約管理表や文

書管理システムでの検索による公表対象抽出に

より、公表の漏れがないよう事務を改めました。 

（措置済み） 
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随意契約を漏れなく公表するため、契約情報を正

確かつ効率的に管理すべきである。 

 

≪意見≫ 地方自治法第 252 条の 38 第２項に基づく意見に対する取り組み等について（49 件） 

【平成 19 年度】 人件費にかかる財務事務について 

２．給料、昇給及び人事評価 
番号 所 管 課 項     目 意見の内容（要旨） R7.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 R8.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 

1 職員課 （１）給料 ③技能労務職給料表 

八尾市の技能労務職給料表は、行政職給料表（1）

に準じているため、国家公務員の場合と比べ、技能労

務職の給料が高く算定される。多くの地方公共団体に

おいて、国家公務員の行政職俸給表（2）が適用される

職員の職務内容と各地方公共団体における技能労務

職では職務内容が異なる等の理由により、独自の給

料表を作成しており、八尾市においても同様である。 

八尾市の給与水準は国に比べ高い傾向にあり、技

能労務職給料表の金額の引き下げ等適正な給与水準

について、検討する必要がある。 

技能労務職の給料表について、現行の行政職

給料表（1）に準じた内容から、国家公務員の行政

職俸給表（2）を基本とした給料表へ見直すことと

し、現在、国家公務員や府内各市の状況を踏まえ

た見直しを進めているところです。 

技能労務職の給料表について、国家公務員や

府内各市の状況を踏まえ、令和８年１月に国家公

務員の行政職俸給表（2）を基本とした給料表へ見

直しを行いました。 

 （措置済み） 

 

【平成 30 年度】補助金・負担金等に係る事務の執行について 
番号 所 管 課 項     目 意見の内容（要旨） R7.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 R8.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 

2 コミュニティ政策

推進課 

八尾市校区まち

づくり交付金に

ついて 

現状、校区まちづくり協議会の活動に対する支援と

しての校区まちづくり交付金と、まちづくり協議会を構

成する団体の、独自の活動に対する補助金制度がそ

れぞれ存在し、手続きもそれぞれで発生している状況

があり、地域に対する補助金の交付ルートが複数存

在することで、校区ごとにトータルとしてどれだけの金

額の補助金が交付されているのか、また、アウトプット

としてどれだけの活動がされたのかという検証が困難

になっている。 

校区まちづくり交付金に移行可能な補助金等を統

合することや、構成団体の地域活動に対する補助金

については、既に一定の整理はされているものの、校

区まちづくり協議会で実施する性質の事業と、各構成

団体で実施する性質の事業をより明確に区分する基

準・考え方等を全庁的な取り組みとして各課で整理

校区まちづくり交付金について、平成 30 年度

以降、左記の取り組み及び考え方で、見直しを進

めてきたところであり、令和７年１月１日付で「八尾

市校区まちづくり協議会の支援に関する規則」を

改正し、今後、新制度の運用を開始してまいりま

す。 

なお、新制度では、校区まちづくり協議会で実

施する性質の事業の基準・考え方を整理のうえ、

提案審査方式を導入することにより、取組みに応

じた交付金交付に改めるとともに、加算額と加算

対象を明確化し、より客観的な効果検証が可能と

なりました。 

（監査の意見に対し検討を行った結果、市とし

ての判断により、対応方針を確定）  

校区まちづくり交付金について、平成 30 年度

以降、左記の取り組み及び考え方で、見直しを進

めてきたところであり、令和７年１月１日付で「八尾

市校区まちづくり協議会の支援に関する規則」を

改正し、新制度での運用を行っております。 

なお、新制度では、校区まちづくり協議会で実

施する性質の事業の基準・考え方を整理のうえ、

提案審査方式を導入することにより、取組みに応

じた交付金交付に改めるとともに、加算額と加算

対象を明確化し、より客観的な効果検証が可能と

なりました。 

（監査の意見に対し検討を行った結果、市とし

ての判断により、対応方針を確定）  

防犯灯整備補助金及び防犯灯電気料金等補

助金につきましては、町会等に担っていただいて
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し、より客観的な効果検証と事務の効率化につなげる

ことが必要である。 

今後は、新制度の運用状況等を踏まえつつ、地

域活動を対象とした各補助金の校区まちづくり交

付金への統合など、団体支援のあり方等につい

て、関係課と連携しながら協議・検討を進めてまい

ります。 

いた防犯灯の新設・維持管理に関する課題への

対応として、市への移管を希望する防犯灯につい

ては市が維持管理を行う仕組みへと移行するとと

もに、補助制度の見直しを行うことで、新制度とし

て運用を開始した校区まちづくり交付金の対象事

業と明確に区分することが可能となりました。 

今後も校区まちづくり交付金の運用状況や地域

ごとの実施主体の差異等、地域の実態を踏まえつ

つ、関係課間で情報共有等を図りながら、適宜必

要な見直しを検討してまいります。 

（監査の意見に対し検討を行った結果、市とし

ての判断により、対応方針を確定） 

3 危機管理課 八尾市防犯灯

整備補助金に

ついて 

現状、校区まちづくり協議会交付金と、各構成団体

の独自の活動に対する補助金制度がそれぞれ存在

し、地域に対する補助金に複数ルートが存在すること

で、校区ごとにトータルとしてどれだけの金額の補助

金が交付されているのか、また、アウトプットとしてど

れだけの活動がされたのかという検証が困難になっ

ている。 

本補助金については、八尾防犯協議会は各町会に

対する補助金の配分の取りまとめを担っているもので

あり、必ずしも八尾防犯協議会として実施する性質の

ものというわけではない。そのため、地域に対する補

助金として、校区まちづくり協議会で実施する事業とよ

り明確に区分する基準、考え方等を全庁的な取り組

みとして整理することが望まれる。 

4 危機管理課 八尾市防犯灯

電気料金等補

助金について 

八尾市防犯灯電気料金等補助金は、八尾市防犯

灯整備補助金と同様に、地域に対する補助金として、

校区まちづくり協議会で実施する事業とより明確に区

分する基準、考え方等を全庁的な取り組みとして整理

することが望まれる。 

5 高齢介護課 八尾市高年齢

者労働能力活

用事業補助金

について 

本補助金の補助対象経費に事業費以外の管理費

（例えば役員報酬）も含まれており、実態にあった名称

になっていない。要綱の名称は実態を示す名称にす

べきである。 

本補助金要綱の名称につきましては、補助金

の支給のあり方の検討と合わせて、見直しを行う

こととします。 

補助金名称について、補助対象経費に管理費

が含まれる点を踏まえ、令和７年度の補助金見直

しにおいて成果連動型への改正と併せて名称の

妥当性を検討しました。その結果、改正後の制度

内容と現行名称は整合していると判断し、名称は

引き続き現行のものを使用することとしました。 

（監査の意見に対し検討を行った結果、市とし

ての判断により、対応方針を確定） 

 

【令和２年度】公の施設のうち指定管理者が管理運営を行うものに関する事務の執行について 

（２）八尾市立共同浴場錦温泉 

番号 所 管 課 項     目 意見の内容（要旨） R7.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 R8.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 

6 地域共生推進

課 

錦温泉の今後

のあり方につい

て 

当該施設は、近隣の市営住宅の風呂設置率等も踏

まえて、今後も長期間、利用料金収入と同程度の指

定管理料を支出して維持すべきかを検討し、施設の

あり方そのものについて検討すべきである。また、市

の負担を抑え、また、民間の公衆浴場と比較して公平

な形での対策についても検討すべきである。 

錦温泉の今後のあり方については、令和５年

10 月策定の「新やお改革プラン 2.0 実行計画」に

計上し、八尾市営住宅機能更新事業計画に基づく

一部建て替えに伴う住み替え等による利用状況

の変化等を関係部局と共有しました。 

引き続き運営の見直しを検討してまいります。 

錦温泉については、市営西郡住宅の新棟整備

や既存棟の用途廃止、浴室あり住戸への住み替

えを順次進めることで、浴室なし住戸入居者の入

浴手段が令和 13 年度末頃には確保できる見込

みとなりました。このため、施設の設置目的を果た

したものと考えられる時期として令和 13 年度末の
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廃止を想定する方針を確定し、仕様の見直しによ

る管理運営コストの抑制を図りながら、令和９年４

月１日から令和 14 年３月末までを指定期間とする

指定管理者の選定を行うこととしました。 

（措置済み） 

（６）八尾市生涯学習センター 

番号 所 管 課 項     目 意見の内容（要旨） R7.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 R8.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 

7 生涯学習課 利用料金の返

還・還付につい

ての基本協定

書の文言につ

いて 

協定書では、利用者のキャンセルが発生した場合

の規定として、既納の利用料金の返還・還付等を行う

ことを定めているが、キャンセル分の料金について混

乱を招きかねない文言があることから、次回の協定書

の締結の際にはその趣旨がより明確になる文言への

改訂を検討されたい。 

協定書の文言について、趣旨がより明確となる

よう、見直しを進めております。 

令和８年度に締結した基本協定書において、趣

旨が明確となるよう、市の標準的な基本協定書に

合わせた表現に改めました。 

（措置済み） 

8 生涯学習課 利用料金収入

に関する基本協

定書の文言に

ついて 

協定書では、利用料金の見込み額が当初見込みを

下回った場合でも、市はその補填を行わないというこ

とを定めているが、そのような規定を定めなくても本来

的には問題ないように考えられ、その文言が存在する

ことにより、運用が分かりにくくなる可能性もある。次

回の協定書の締結の際にはより趣旨が明確になる文

言への改訂を検討されたい。 

協定書の文言について、趣旨がより明確となる

よう、見直しを進めております。 

令和８年度に締結した基本協定書において、趣

旨が明確となるよう、市の標準的な基本協定書に

合わせた表現に改めました。 

（措置済み） 

 

【令和３年度】委託契約に関する事務の執行について 

（６）外国人市民情報提供事業委託契約 

番号 所 管 課 項     目 意見の内容（要旨） R7.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 R8.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 

9 人権政策課 八尾市外国人

相談窓口運営

業務委託事業と

の統合と競争性

のある契約方

式の採用につ

いて 

「外国人相談窓口運営業務委託」と「外国人市民情

報提供事業委託」とは、業務目的が重複しており、後

者については２号随契による理由は乏しい。将来的に

は事業を統合したうえプロポーザル方式により相手方

を選定する方式とし、競争性を適切に取り入れるとと

もに、民間を含めた様々な応募者からの提案により、

よりよい業務内容へ仕様を高めていくことを検討する

べきである。 

より合理的で効果的な事業となるよう、市政だ

よりと同内容の発信から、より外国人のニーズに

対応した情報を発信するよう見直しを行いました。 

引き続き、「外国人相談窓口運営業務委託」と

の統合に向けて検討を行います。 

業務を整理し、「外国人相談窓口運営業務委

託」へ事業を統合しました。なお、競争性のある契

約方式の採用については、統合後の同事業にお

いて検討してまいります。 

（措置済み） 

（32）八尾市小学校給食調理業務委託契約 

番号 所 管 課 項     目 意見の内容（要旨） R7.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 R8.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 

10 学務給食課 変更契約（ミキ

サー食導入に

伴う変更契約）

喫食に配慮を必要とする児童が在籍している小学

校において、給食の一部をミキサーにかけるための変

更契約が行われているが、ミキサー食導入のための

業務量の増加に伴う増額幅が過大であると思われ、

ミキサー食導入に伴う変更契約について、増額

金額の妥当性の検証精度を高めるため、手続き

の見直しを行ってまいります。 

令和８年度から契約開始した調理委託事業者

の選定にあたっては、業務仕様書において、ミキ

サー食対応が発生した場合の対応内容に伴い増

員される従業員の勤務時間を明記し、これに基づ
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の問題点につ

いて 

また、学校間で生じている増額幅の差異について合

理的な説明が困難である。変更契約に際しては、事

業者側の提示した金額の妥当性を吟味する必要があ

る。 

く算定が行われるようにすることで、金額の妥当性

を担保しました。 

（措置済み） 

 

【令和４年度】財産の管理及び運用に係る事務の執行について 

１．基金の管理 

（個別事項） 

（20）森林環境譲与税基金 

番号 所 管 課 項     目 意見の内容（要旨） R7.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 R8.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 

11 農とみどりの振

興課 

基金の活用計

画の策定につ

いて 

基金を有効に活用するために、中長期の視点で計

画を策定し、その上で、当該中長期計画に基づき年度

計画を策定、実行するべきである。 

そのためには、翌年度の使用可能性のみならず、

中長期的な観点での使用可能性について全庁に対す

るアンケートやヒアリングにより情報を集めることが有

用と考える。 

当該基金の活用について、全庁に対するアンケ

ートを集計しました。 

今後は、そのアンケート結果等を踏まえつつ、

活用推進方法について検討してまいります。 

当該基金の活用について、全庁に対するアンケ

ートを集計し、今後 10 年間の使途計画を策定しま

した。今後は計画に基づき基金を活用してまいり

ます。 

（措置済み） 

２．債権の管理 

（個別事項） 

（１）障がい福祉サービス費等返還金 
番号 所 管 課 項     目 意見の内容（要旨） R7.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 R8.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 

12 障がい福祉課 滞留債権の専

門家への回収

依頼について 

通常、金額が大きく、滞留期間が長期化し、誠実に

対応しないような債務者に対する債権は、法的強制力

等、債務者が予見しない権限をもって請求しない限

り、回収の可能性は極めて低い。 

回収、督促に関する内部規定を策定し、滞留期間、

債務者の状況等、一定要件を定め、弁護士等に回収

を依頼する等、回収可能性が高める施策を図るべきと

考える。 

専門家への回収依頼の検討も含め、回収、督

促に関する内部規定を策定するなど、回収可能性

を高める施策を図ってまいります。 

 回収の可能性を高めるため、弁護士の意見も伺

いながら、財産調査や滞納処分等も実施できるよ

う、必要書類の整備や体制構築を行いました。 

（措置済み） 
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【令和５年度】産業振興、雇用創出及び観光振興に係る事務の執行について 

（１）産業政策検討事業 

番号 所 管 課 項     目 意見の内容（要旨） R7.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 R8.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 

13 産業政策課 景気動向調査

の調査件数に

ついて 

景気動向調査が施策検討に活かすことができる調

査結果になるように、直近の調査における回答数が

十分であるか、母集団の傾向を代表しているかを検

討することが必要である。そして検討の結果、回答数

が不足している場合には、これまでの回収率から発送

数を何件にすべきか検討する必要がある。 

総務省統計局「Data StaRt （データ・スタート）」

により、現在の回収数については、母集団の傾向

を捉える上で、回答の誤差が５パーセント程度に

収まることから、全体の発送数や回答数について

は、現状でも一定の効果があることを確認しまし

た。 

分析の信ぴょう性を高められるよう分析方法に

ついて引き続き検討します。 

景気動向調査について、回答数の十分性や母

集団の代表性を検証した結果、昨年度の回答数

でも一定の分析効果があることを確認しました。さ

らに直近の調査では回答数が増加しており、十分

な回答率が確保されているため、発送件数は現状

のままで適切であると判断しました。 

（措置済み） 

（２）産業立地誘導推進事業 

番号 所 管 課 項     目 意見の内容（要旨） R7.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 R8.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 

14 産業政策課 八尾市ものづく

り集積促進奨励

金について 

企業活動が自由であることも踏まえたうえで、過去

に交付を受けた事業者について、交付期間後の一定

期間の活動状況を確認して、転出が多いようであれ

ば、事業者が転出しづらい制度設計の必要性がない

か、定期的に検討して、現行制度における支給要件

等の継続が問題ないか確認することが望まれる。 

過去に交付した事業者が転出せず事業を継続

しているかを訪問等により把握し、制度設計見直

しの必要性を検討します。 

訪問等により、過去の交付事業者が全件市内

で事業を継続していることを確認し、現行制度の

支給要件に問題がないことを確認するとともに、

活動状況を定期的に把握する運用を整備しまし

た。 

（措置済み） 

（６）地域企業振興事業 

番号 所 管 課 項     目 意見の内容（要旨） R7.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 R8.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 

15 産業政策課 意欲ある事業

者経営・技術支

援補助金の支

出の効果につ

いて 

すべての事業者に対して意欲ある事業者経営・技

術支援補助金の支出の効果を評価する仕組みは設

けるべきである。 

特に、新製品の開発、新分野進出及び技術革新と

いったことに対する補助金が、補助事業者にとって効

果のあるものとなっているかについては、事業の性質

上、短期的な評価と長期的な評価に分けて確認をし

ていくべきである。 

補助事業実施前と比べて付加価値額が増加し

たかどうかを評価するため、令和６年度より、補助

金の交付を受けた事業者に報告を義務づけるよう

改めています。 

補助事業について、短期的・長期的な効果を把

握する必要性を踏まえ、補助金の交付を受けた事

業者に対し実績報告書の提出を義務づけ、その

内容を確認することで付加価値額の増加等の評

価を行う仕組みを整備しました。 

（措置済み） 

（７）産業ブランディング事業 

番号 所 管 課 項     目 意見の内容（要旨） R7.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 R8.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 

16 産業政策課 「On-Do（音頭）

ネット」の効果に

ついて 

「On-Do（音頭）ネット」を開始した約 20 年前と現在

とでは、インターネット環境は大きく変化しており、ホー

ムページをはじめ各種 SNS や Blog など広告宣伝の

方法は多様化している。  

登録事業者へのアンケートの実施、効果の測

定・評価を進めております。 

令和７年度に登録事業者向けアンケートを実施

した結果、現行システムは社会的環境の変化に

十分対応できていないことが確認され、これまで

一定の役割を果たしたものと判断しました。 
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市内のお店の利用促進や、商業の活性化と質の高

い生活環境の充実、そして八尾の歴史・文化・自然・

生活への市民理解の深化といった「On-Do ネット」の

目的に照らして、民間事業者の自社サイトや他の紹

介サイトでは得られない効果が「On-Do ネット」にはあ

るのか、社会的環境の変化も踏まえて、測定・評価す

ることが必要な時期にあると考える。 

そのため、令和８年７月 31 日をもってサービス

を終了し、今後は本市ホームページや LINE（あき

んど情報局）など、時代に即した発信手法へ転換

して支援を行うこととしました。 

（措置済み） 

（９）ワークサポートセンター管理運営事業 

番号 所 管 課 項     目 意見の内容（要旨） R7.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 R8.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 

17 労働支援課 地域職業相談

室について 

市は、八尾市地域職業相談室を設置した時との社

会環境の変化を分析すると同時に、社会環境の変化

の弊害及びその変化に取り残された求職者にも目を

向けながら、ワークサポートセンターへの市民ニーズ

及び、設置の継続ができないこととなった場合の住民

サービスの低下を客観的に把握したうえで、現在の利

用状況だけではなく、設置時の社会環境や設置の必

要性、目的等に照らして、設置を継続する必要がある

のか、定期的に検討することが望まれる。 

社会環境の変化の分析と同時に、設置を継続

しないこととした場合の住民サービス低下の影響

も踏まえながら、設置を継続する必要性について

分析・検討してまいります。 

ワークサポートセンターについて、市民ニーズ

や社会環境の変化、住民サービスへの影響等を

総合的に分析した結果、設置継続が必要であると

判断しました。また、現在の利用状況を踏まえ事

業規模を見直し、令和８年度内に利便性の高い場

所へ移転することとしました。 

（措置済み） 

（13）八尾河内音頭まつり振興事業 

番号 所 管 課 項     目 意見の内容（要旨） R7.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 R8.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 

18 観光・文化財課 八尾河内音頭

まつりの来場者

数の調査につ

いて 

八尾河内音頭まつりの来場者数は、実行委員会が

開催場所を決めるうえでの重要な指標の一つとなって

いるが、事務局である市において来場者数として集計

する対象や調査方法について文書化されたものがな

い。 

基本的調査方針を定め、そのなかで調査対象を明

確にし、各年度の調査方法は開催形式や会場に沿っ

て具体的に計画、調査を進める必要がある。また、基

本方針や実施計画、調査の実施状況は文書として残

す必要がある。 

来場者数の基本的調査方針について検討して

まいります。 

八尾河内音頭まつりの開催形式や会場等は毎

年実行委員会において決定していることから、集

計対象や調査方法についても、各年度の事業内

容に合わせて柔軟に検討していく方針を実行委員

会において決定しました。 

 今後は、この決定を「基本的調査方針」と位置付

け、毎年度実行委員会が検討・決定した具体的な

調査方法（計画）やその結果（集計状況）について

は、意思決定の重要な指標として、適切に文書と

して作成・保存してまいります。 

（監査の意見に対し検討を行った結果、市とし

ての判断により、対応方針を確定） 

（14）国内交流事業 

番号 所 管 課 項     目 意見の内容（要旨） R7.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 R8.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 

19 観光・文化財課 事業評価の指

標が見直されて

いないことにつ

いて 

令和４年度から事業内容の見直しが行われ、イベ

ントの実施可能件数が減少しているため、事業評価

の指標をイベント実施件数とするのであれば、イベント

実施予定や実施可能性などを検討したうえで、指標の

計画値を設定すべきである。 

事業評価の指標について、適切なものとなるよ

う検討してまいります。 

本事業は、事業のあり方を検討した結果、令和

８年度から魅力創造事業と一体化して取り組むこ

ととし、国内交流都市に限らず本市の魅力発信を

進めていくこととしました。 

（措置済み） 
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20 観光・文化財課 国内交流都市

の相互交流に

ついて 

国内交流都市と調整して、割引可能な特定施設の

範囲を拡大させることや、市のホームページの更新だ

けでなく広報誌等でも情報発信するなど、市民への効

果的な周知方法も検討するべきである。 

市民が利用できる国内交流都市からのサービ

ス提案などを積極的に活用するため、周知方法の

検討を行い、また、本市の魅力についても国内交

流都市において周知されるよう取り組みを検討し

てまいります。 

国内交流都市と調整した結果、割引対象施設

の拡大は困難であると判断しました。一方で、市

民への周知については、効果的な手法を検討した

結果、本市ホームページによる情報発信が継続

的な周知が可能であるため、最も効率的・効果的

と判断しました。これに加え、交流都市に本市観

光パンフレットの配架を依頼するなど、相互の周

知を強化しました。 

（監査の意見に対し検討を行った結果、市とし

ての判断により、対応方針を確定） 

21 観光・文化財課 国内交流事業

の取組状況、効

果に係る現状

把握について 

国内交流事業の効果を測り、個別の事業内容を見

直すための実態調査が必要である。また、実態調査

では国内交流の活動実態の把握にも努め、市民同士

で国内交流をしている実績があれば、市のホームペ

ージで紹介し、市民の行動意欲を刺激することが望ま

れる。 

実態調査の方法について検討してまいります。 活動実態の把握や効果測定の方法を検討しま

したが、現行制度の枠内で有効な実態調査手法

の確立は困難であることを確認しました。一方で、

事業の目的や役割を再整理した結果、令和８年度

から魅力創造事業と一体化し、国内交流都市に限

定せず本市の魅力発信を総合的に進める方針を

確定しました。 

（監査の意見に対し検討を行った結果、市とし

ての判断により、対応方針を確定） 

22 観光・文化財課 国内交流事業

の継続について 

国内交流事業の現状把握を行ったうえで、「国内交

流」とは何を意味し、何を目的に国内交流事業を実施

するのか、国内交流事業そのものを継続の要否や、

他の観光関連事業との一体での事業展開といったこ

とについて検討すべきと考える。 

現状把握を行ったうえで、事業継続の要否等に

ついて検討してまいります。 

現状把握と目的の再整理を行い、事業継続の

必要性があると判断しました。一方で、事業の効

果的な展開を図るため、他の観光関連施策との

連携の在り方を検討した結果、令和８年度から魅

力創造事業と一体化して取り組むこととしました。 

（措置済み） 

23 観光・文化財課 事業評価の指

標がアウトプット

のみであること

について 

事業活動の成果である「アウトプット」のみを事業評

価の指標とはせずに、成果物によってもたらされる効

果・効用である「アウトカム」も事業評価の指標に含め

るべきである。 

事業評価の指標においてアウトカム指標の設

定が可能であるかの検討を進めているところで

す。 

当該事業は、結果、より効果的な成果創出につ

なげるため、令和８年度から魅力創造事業と一体

化して取り組むこととしました。 

（措置済み） 

（15）観光活動支援育成事業 

番号 所 管 課 項     目 意見の内容（要旨） R7.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 R8.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 

24 観光・文化財課 事業評価の指

標に係る実績

値の根拠につ

いて 

事業評価の指標である満足度調査の結果について

は、集計値のみ入手して完了するのではなく、その根

拠としてのアンケートの項目やアンケートの収集範

囲、集計結果のデータを把握し、信頼できるものか検

討したうえで採用すべきである。 

本指標となる満足度調査を実施している観光協

会は、令和７年 10 月 31 日をもって解散することと

なりました。事業のあり方も含め、引き続き適切な

指標を検討してまいります。 

観光協会が令和 7 年 10 月 31 日をもって解散

したことに伴い、本事業は令和８年度から魅力創

造事業に統合し、また、同団体が実施していた満

足度調査の結果を指標として設定することはでき

なくなったことから、今後は魅力創造事業全体とし

ての効果把握を行うこととしました。 

（監査の意見に対し検討を行った結果、市とし

ての判断により、対応方針を確定） 
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【令和６年度】子ども・子育て支援施策に係る事務の執行について 

（個別事項） 

（１）ママ・サポート事業 

番号 所 管 課 項     目 意見の内容（要旨） R7.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 R8.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 

25 こども健康課 事業継続に係

る検討の必要

性について 

利用拡充のための取り組みを進めているところでは

あるが、実施してもなお、利用者が増加しない場合

は、事業の継続について検討が必要と考える。また、

事業の継続の検討にあたっては、現在の利用者層及

び潜在的な利用者層が、民間事業者により同様のサ

ービスを受けられる可能性や、別の支援施策を受けら

れることなどにより、安心して育児ができる環境が保

たれるかどうかについて、検討が必要となる。 

本事業については、就労状況などにより家族等

からの支援を受けられない妊産婦が出産前後に

安価に家事支援等を利用できるものであり、セー

フティネットとしての側面も併せ持つ有用な事業で

あると認識しております。引き続き、利用拡充に向

け取り組みながら、利用者の減少が続く場合は今

後のあり方について検討してまいります。 

本事業は、家族等からの支援を受けられない妊

産婦が出産前後に安価に家事支援等を利用でき

るセーフティネットとして有用であると認識していま

す。実績においても利用者数が増加傾向で推移し

ており、必要とする層に活用されていることを確認

しました。このため、事業の継続が適切であると判

断し、今後も利用拡充に向けた取り組みを進めて

まいります。 

（措置済み） 

（２）ファミリー･サポート･センター事業 

番号 所 管 課 項     目 意見の内容（要旨） R7.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 R8.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 

26 こども健康課 委託先の見直

し、事業継続に

係る検討の必

要性について 

本事業については、平成 14 年度から令和５年度ま

で 22 年間連続で、八尾市社会福祉協議会と随意契

約を行っている。 

しかし、年間援助活動数は減少傾向にあり、今後も

この傾向が続く場合には、「援助活動数の多さに対応

できること」を理由としている社会福祉協議会との随

意契約を継続すべきかについて、検討する余地が出

てくると考える。 

市民のニーズを捉え、将来的な援助活動数を予測

しながら、民間業者への委託、市の直営への転向の

可能性も検討することが望ましい。 

今後の年間援助活動数の推移を引き続き注視

し、今後も減少傾向が続くようであれば、ご意見の

内容も踏まえて、本事業のあり方について検討し

てまいります。 

援助活動数の推移を踏まえ、民間事業者への

委託可能性や随意契約の妥当性について事業内

容・必要人員・契約金額の精査を行いました。そ

の結果、長年培ってきたノウハウを活用することで

人員を見直しても事業の質と安全性が確保できき

るため、引き続き社会福祉協議会との随意契約に

よる実施が適切と判断しました 。 

（措置済み） 

（７）「人権を大切にする心を育てる」保育推進事業 

番号 所 管 課 項     目 意見の内容（要旨） R7.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 R8.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 

27 こども施設運営

課 

業績評価指標

の設定について 

当事業における業績評価指標が、保護者アンケー

トの質問項目『一人ひとりの個性を大切にし、意欲や

自信を持たせている』に対する回答割合から評価を行

っているが、人権に関する研修への参加とアンケート

の質問項目との相関関係に疑義がある。 

事業における業績指標を設定する際には、事業に

関する研修に参加することで、研修参加者、こども

園、園児、保護者にどのような変化があったのか等、

相関関係が測定できる範囲で設定することが望まれ

る。 

業績評価指標について、実施計画策定時期も

勘案しながらより実効性のある指標となるよう検

討を進めます。 

人権に関する研修と保護者アンケート項目との

相関について検討した結果、研修前後の変化を定

量的に把握することは困難である一方、研修参加

が保育・教育の質向上に資することを各園で確認

しました。そのため、研修の効果把握については、

こども園・園児・保護者に関する評価を行う保護者

アンケートを業績評価指標として用いることが適

切であると判断し、当該方針を確定しました。 

（監査の意見に対し検討を行った結果、市とし

ての判断により、対応方針を確定） 
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（８）公立認定こども園運営事業 

番号 所 管 課 項     目 意見の内容（要旨） R7.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 R8.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 

28 こども施設運営

課 

業績評価指標

の見直しについ

て 

当事業の業績評価指標である、認定こども園に対

して肯定的に思う保護者の割合については、保護者

が仕事と家庭を両立するために重要な指標と考えるこ

とができるが、設定初年度である令和２年度において

すでに達成済みであり、現状維持を目指す指標となっ

ており業績評価指標の見直しが望まれる。 

そして、業績評価指標の見直しにあたっては、保護

者に対するアンケートの実施等により、先ず以て保護

者が認定こども園に対して何を求めているかに関する

情報の収集が必要と考える。 

業績評価指標について、実施計画策定時期も

勘案しながらより実効性のある指標となるよう検

討を進めます。 

業績評価指標について見直しを行い、地域交

流の参加人数や延長保育利用者数など、事業の

成果を直接把握できる指標を設定しました。 

（措置済み） 

29 こども施設運営

課 

委託業務に係

る履行確認につ

いて 

委託業務が適切に履行されたかを確認するため

に、事業者から提出される就業報告書と各園の出勤

表を突合しているが、各園の出勤表の様式が統一さ

れておらず、就業報告書との突合に時間を要すること

が判明した。 

今後も業務委託を継続するのであれば、出勤表の

様式の統一による業務負担軽減を検討することが望

まれる。 

統一様式の導入による管理コスト削減と、イニシャ

ルコストの発生については比較衡量し、コスト削減に

寄与するかという観点でも検討することが望ましい。 

業務負担を軽減するため、各園と協議し、来年

度からの様式を統一できるよう調整を進めていま

す。 

委託業務の確認方法について検討した結果、

事業者が押印管理している出勤簿と就業報告書

を突合する現行手法が、担当課および各園にとっ

て最も効率的であり、様式統一による事務負担の

軽減効果も限定的であることを確認しました。この

ため、現行の手法を継続することとしました。 

（監査の意見に対し検討を行った結果、市とし

ての判断により、対応方針を確定） 

30 こども施設運営

課 

労働者派遣に

よる保育教諭業

務委託契約の

入札方法につ

いて 

保育士や園児にとって、複数年連続して同じ事業者

と契約を締結することには合理的な理由があるように

思えるが、単年度契約を前提としており、次年度以降

も継続して契約を受注するとは限らないため、経済性

並びに保育者の交代による園児への影響を防ぐため

にも、事業者選定時より長期継続契約締結の可否も

視野に入れ、契約のあり方を検討することが望ましい

と考える。 

また、随意契約時において、他事業者からの見積

書の入手がなされておらず、経済的合理性が検討さ

れていないまま契約が締結されている。経済性の観

点から、随意契約を締結する際には、２者以上から見

積書を入手することが望ましいと考える。 

長期契約締結などの複数年契約については、

関係部局と協議し、契約のあり方について検討し

ていきます。 

また、随意契約をする際には、財務規則第１１６

条第２項にもとづき、２者以上見積りを取るよう改

めました。 

長期契約の可否や経済性について関係部局と

協議するなど、契約のあり方を検討した結果、人

材派遣の適切な履行を確保するためには単年度

契約で業務内容を確認する現行方式が妥当であ

ると判断しました。また、随意契約時には財務規

則に基づき２者以上から見積書を取得する運用へ

改め、経済性の確保にも対応しました。 

（監査の意見に対し検討を行った結果、市とし

ての判断により、対応方針を確定） 

31 こども施設運営

課 

備品台帳のロ

ケーション管理

について 

備品台帳を閲覧したところ、備品の詳細な所在場所

が不明な状態であった。備品台帳の所在場所に関す

る情報は、盗難、紛失の早期発見の観点並びに、実

地棚卸の効率性、効果性の観点からも有用な情報で

備品台帳一覧表での所在場所の印字は難しい

ため、所在地を記録したデータを作成し、実地棚

卸時にはそのデータとも突合して管理を実施して

まいります。  

備品台帳の所在情報について、備品台帳をデ

ータ化し、各園で所在場所を記録・管理する旨を

周知し、統一的に管理できる仕組みを整えまし

た。 
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あり、システム上の備考欄等を活用し、詳細な所在場

所を管理することが望まれる。  

（措置済み） 

32 こども施設運営

課 

施設の老朽化

について 

老朽化により雨漏りをしている箇所があるが、近い

うちに実施する大規模改修で対応する計画になって

いるため、それまで修繕が計画されていない。 

現に雨漏りによる教育・保育事業への支障が出て

いるため、大規模改修までの応急処置又は、大規模

改修のうち雨漏りに係る部分の前倒しができないかの

検討が望まれる。 

八尾市個別施設保全計画に記載のある大規模

改修を早期着工に向けて関係課と協議を図るとと

もに、雨漏りに関する対策として、雨漏りの発生個

所に防水シートによる補修を実施し対応していま

す。 

令和８年度に、翌年度以降に大規模改修工事

を実施できるよう改修工事に関する設計委託業務

に関する契約を締結しました。また、応急的な処

置として、防水に関する補修を令和７年度に実施

しました。 

（措置済み） 

（９）認定こども園等保健会事務局事務 

番号 所 管 課 項     目 意見の内容（要旨） R7.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 R8.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 

33 こども施設運営

課 

保健会の事務

局について 

八尾市認定こども園等保健会の設立以降、市の公

衆衛生の政策を展開するために、従来の実務慣行等

に倣い市職員は市の職務として事務局業務を実施し

ている。 

しかし、市職員の行う事務が、地方公務員法第 35

条で定める「地方公共団体がなすべき責を有する職

務」の範囲外である場合には職務専念義務の趣旨に

反するとの評価を受ける場合があるため、保健会事

務局の業務に関して、業務の範囲や市の関与のあり

方等について検討を進めていく必要がある。 

八尾市認定こども園等保健会について、業務の

範囲や関与のあり方等について、検討してまいり

ます。 

 

職務専念義務との関係や市の関与の必要性を

検討したところ、保健衛生の意識醸成を図るうえ

で市が事務局を担うことは設立趣旨に沿ったもの

であり、地方公務員法第 35 条にいう「地方公共団

体がなすべき責を有する職務」に該当すると判断

しました。会の安定的な運営にも市の関与が不可

欠であることから、従前どおり事務局業務を実施

することとしました。 

（措置済み） 

（10）認定こども園等整備計画推進事業 

番号 所 管 課 項     目 意見の内容（要旨） R7.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 R8.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 

34 保育・こども園

課 

事業評価の指

標の追加につ

いて 

「教育・保育入所受入れ枠」の指標は、当事業によ

り認定こども園の創設や増築等という手段がどの程

度実行できたのかという観点に対する評価であり、待

機・保留児童の解消及び施設の改修による子どもの

安全確保という目的に対してどのように貢献したのか

という観点の評価を行うことは困難であるため、別途

目的に対応する評価指標を設定することが望まれる。 

事業の目的を適切に評価できる成果指標を検

討してまいります。 

現行の指標では、待機・保留児童の解消や子ど

もの安全確保への具体的な貢献度を評価すること

が難しいため、指標の見直しを行いました。検討

の結果、目的に沿った成果を適切に把握できるよ

う、令和８年度から新たに「保留児童数（毎年度４

月１日現在）」を成果指標として設定しました。 

（措置済み） 

（11）私立認定こども園等運営費補助事業 

番号 所 管 課 項     目 意見の内容（要旨） R7.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 R8.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 

35 保育・こども園

課 

処分制限期間

のある財産の

管理について 

当補助事業にて取得した財産に関して、担当課で

は処分制限対象となる財産を把握しておらず、各事業

者に対して説明等を行っていなかった。 

処分制限に対する認識が不十分である場合、処分

制限期間内に誤った目的外使用や処分等を行ってし

まう可能性がある。 

管理台帳様式を作成し、令和７年度の補助事

業より管理台帳による適切な管理を求める予定で

す。 

また、その管理台帳を実績報告書とともに提出

させることで、本市においても財産の状況を管理

することを検討しています。 

  

 管理台帳様式を作成し、令和７年度の補助事業

の実績報告より管理台帳の提出を求めました。 

 また、それらをとりまとめ、本市においても各施

設の財産状況を把握するようにしました。 

（措置済み） 
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したがって、担当課は、各事業者に対して、処分制

限期間がある旨の説明及び、管理台帳等の整備によ

る処分制限期間内の適切な管理を求めることが望ま

しい。 

また、担当課においても各事業者が取得した財産

の取得年度、処分制限期間終了年度がわかる台帳

等を整備し、処分制限期間到来時の財産の状況を確

かめることが望ましい。 

（12）保育士確保支援事業 

番号 所 管 課 項     目 意見の内容（要旨） R7.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 R8.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 

36 保育・こども園

課 

事業推進にあ

たり必要な保育

士の水準につ

いて 

保育枠の拡大及び認定こども園等の安定的運営と

いう目的に対応するために、当事業を行うにあたって

は、各施設において十分な保育士を確保できている

かの把握が必要であるが、市は、求める保育士数の

水準の設定及びその水準に対する保育士の不足数

の定量的な把握のための取り組みを行っていない。 

仮に現時点で保育士が十分確保できている状況で

あった場合、当事業の実施目的を改めて検討する必

要があると言える。 

また、具体的な水準の設定にあたっては、私立認

定こども園等運営費補助事業における加配の補助が

ある保育士の影響を除外した上で、保育枠の拡大及

び認定こども園等の安定的運営の観点から市として

求める水準を検討することが望ましい。 

保育士数に関しては本市の全ての施設におい

て条例で定める基準以上に確保できております。

当該年度の障がい児の状況や、職員の平均経験

年数等によって、「十分確保できているといえる状

態」の保育士数は変動すると考えますので、何を

もって十分確保できている状態といえるのか、そ

の水準を定めることは非常に困難であると考えて

おりますが、一定の水準を定めることや不足数の

定量的な把握について検討してまいります。 

また、当事業の実施目的を達成しているかどう

かを判断するためには、一定の指標を定めること

も効果的と考えますので、併せて指標の設定につ

いても検討してまいります。 

保育士確保の状況を把握するための指標につ

いて検討した結果、条例基準以上の配置により取

得できる各種加算を全て取得している状態は、施

設運営に必要な保育教諭等を十分に確保してい

ると判断しました。このため、令和８年度から成果

指標として「保育教諭等の配置により取得可能な

各種加算を全て取得している私立認定こども園等

の割合」を設定しました。 

（措置済み） 

37 保育・こども園

課 

既存の事業評

価指標の目的

適合性について 

当事業の目的は、保育枠の拡大及び認定こども園

等の安定的運営と保育の質向上を図ることにあるが、

「私立認定こども園等の新規採用保育士数」の指標に

おける「平均採用人数３人×施設数」とした具体的な

理由が不明確であり、保育枠の拡大及び認定こども

園の安定的運営にどのように寄与しているかが不明

瞭である。 

したがって、目的に対応する保育士の充足数ある

いは不足数を定義した上で、必要な新規採用保育士

数を目標値のひとつとすることが望ましい。 

また、「説明会参加者数」の指標についても、説明

会参加者が実際に採用につながっているかという観

点を含む成果指標を設定することが望ましい。 

事業の目的を適切に評価できる成果指標を検

討してまいります。 

 

保育士の充足状況は保育枠の拡大や安定的

運営に直結することから、採用人数ではなく保育

教諭等の配置状況を把握する指標で評価するこ

とが適切と判断しました。また、説明会参加者につ

いては事業効果をより的確に把握するため、採用

につながった人数を成果指標として令和８年度か

ら設定しました。 

（措置済み） 

38 保育・こども園

課 

事業評価指標

の十分性につ

いて 

当事業は説明会の開催や保育士への直接の補助

等、複数事業が混在する事業であるため、結果である

新規採用保育士数や説明会への参加者数のみでな

事業の目的を適切に評価できる成果指標を検

討してまいります。 

当事業は複数の事業で構成され目的も異なる

ため、「どの事業が魅力的であったか」を横断的に

評価することは困難と判断しました。このため、各
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く、当事業のうち、どの事業が実際に魅力的であった

のかという観点を含む成果指標を追加することが望ま

しい。 

事業の目的に応じて個別に評価する方針とし、令

和８年度から保育教諭等の配置による加算取得

園の割合と就職フェア参加者のうち採用につなが

った人数を成果指標として設定しました。 

（措置済み） 

（14）幼児教育・保育の無償化対応事務 

番号 所 管 課 項     目 意見の内容（要旨） R7.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 R8.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 

39 保育・こども園

課 

事業評価の指

標の見直しにつ

いて 

幼児教育・保育の無償化制度自体の周知は達成し

ていると考えられるが、制度を必要とする利用者に対

して適切な対応ができているかを測定するため、施設

等利用費の償還請求に対して、請求書受理後に不備

が生じた件数がゼロで推移していることを事業評価の

指標として設定することが望ましい。 

施設等利用費の償還請求に対して、請求書受

理後に不備が生じた件数がゼロで推移しているこ

とを事業評価の指標として設定するよう検討して

まいります。 

施設等利用費の償還請求に対して、請求書受理

後に不備が生じた件数がゼロで推移していること

を事業評価の指標として令和８年度から設定しま

した。 

（措置済み） 

 

【令和７年度】学校教育に係る財務事務の執行について 

（共通事項） 

（１）複数部署にまたがるもの等 

40 契約検査課 公表対象となる

随意契約の集

計について 

公表すべき随意契約が適切に公表されていなかっ

た。令和６年度の包括外部監査においても同様の指

摘がなされていることから、全庁的に管理体制が不十

分である可能性が高い。 

随意契約の公表漏れを防止し、契約情報を正確か

つ効率的に管理するためには、システムにて検索でき

る運用など、全庁的に検討するべきである。 

 随意契約を締結する際は、執行伺又は支出負

担行為の起票時に、件名欄に「随意契約」等の文

言を入力することにより、文書管理システムでの

検索による公表対象抽出により公表漏れがないよ

う、契約事務研修において庁内に周知しました。 

（措置済み） 

（２）現地調査に係るもの 

41 教育政策課 休日出勤申請

漏れについて 

申請漏れは、勤務実績の正確性や事務の合規性を

損なう要因となり、適切な教職員の健康管理や業務

の効率化等の妨げにもなる。 

勤務管理を徹底し、申請漏れが発生しないよう、関

係職員への周知徹底とシステムによる申請状況の定

期的な確認を行う体制を整備すべきである。 

 勤務管理を徹底し、申請漏れが発生しないよう

管理職員への周知徹底を行うとともに、システム

による申請状況について年４回の確認を行う体制

を整備しました。 

（措置済み） 

42 学校教育推進

課 

官民学連携プロ

ジェクトの全市

展開について 

官民学連携における有効な成功事例が、学校担当

者間の暗黙知に留まっており、市全体への波及には

至っていない状況にある。 

教育委員会が主体となって、連携に至るプロセスや

ノウハウなどを市全体に広げるための体系的な取り

組みを推進することが望ましい。 

 市全体への共有について、当該事例につきまし

ては自主校長会を通じ事例紹介を行いました。内

容によっては公開授業等において各校へ直接伝

達できる機会を利用するなど、好事例の共有を図

ってまいります。 

（措置済み） 
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43 教育施設課 郵券類の管理

体制について 

郵券類の残数管理については、学校ごとに管理方

法が統一されていない状況であった。 

複数人によるチェック体制を整備すること等を「学校

事務の手引き」に明記するなど、管理体制の標準化を

図ることが望まれる。 

 郵便切手を使う際や、毎月末に行う残数管理を

複数人でチェックするように「学校事務の手引き」

に明記し、学校へ周知しました。 

（措置済み） 

 

（個別事項） 

（５）学校図書館活用推進事業 

番号 所 管 課 項     目 意見の内容（要旨） R7.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 R8.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 

44 学校教育推進

課 

図書館サポータ

ー研修参加方

法の多様化に

ついて 

研修に参加できなかった図書館サポーターについ

ては、資料提供や質問受け付けによるフォローを行っ

ているが、理解度の確認等は実施されていない。 

当日参加が困難な図書館サポーターに対しても情

報格差が生じないよう、開催方法やフォローアップの

方法を改善し、理解度の均質化及び業務品質の向上

を図ることが望ましい。 

 情報格差の未然防止と理解度の均質化を図る

ため、令和７年度からオンデマンド配信による研

修を導入し、参加が困難なサポーターにも同等の

学習機会を確保しました。これにより、研修内容の

確実な共有と業務品質の向上につながる体制を

整えました。 

（措置済み） 

（７）小学校給食管理運営業務 

番号 所 管 課 項     目 意見の内容（要旨） R7.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 R8.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 

45 学務給食課 給食施設の維

持更新に係る

教育委員会関

連部署との連携

について 

必要な施設更新や修繕が実施されない場合、施設

の適切な維持管理が困難となり、給食提供に支障を

きたすリスクが高まる。 

さらに、突発的な故障対応に随意契約が必要とな

る場合、一般的に入札契約よりコストが高くなり、経済

性の確保が困難となる。給食施設の更新や修繕には

調理に関する専門知識が必要となるため、他の学校

施設と同様に扱うことが困難であるという特殊性はあ

るものの、教育委員会内に建築職を配置することによ

る体制強化等を図っていることも踏まえ、教育委員会

内で連携等を図りながら、予防的な修繕や計画的な

設備更新を推進することが望ましい。 

 給食施設の予防保全を進めるため、教育委員

会事務局内で連携しながら、施設の専門性にも配

慮しつつ、学校施設計画で統合的に整備計画を

管理することとしました。 

（措置済み） 

（10）特別支援教育推進事業 

番号 所 管 課 項     目 意見の内容（要旨） R7.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 R8.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 

46 教育センター 支援教育地域

支援整備事業と

の連携強化に

ついて 

市では、専門家チームによる巡回相談を行うととも

に、学校から依頼があれば大阪府の訪問相談を依頼

しているが、府立支援学校による訪問相談に教育セ

ンターが同席していない場合、相談支援の対応状況

や経過等について、直接的に情報の共有を受けてい

ない。 

 府立支援学校のリーディングチームが巡回指

導した後、学校が当日受けた支援内容やその後

の子どもの変容、今後の巡回希望等を市へ報告

する報告シートを作成するとともに、提出された報

告シートを市から府立支援学校へ提出する仕組
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府と市のリーディングチームによる連携に加え、必

要に応じて府立支援学校と直接コミュニケーションを

取り、情報を共有・連携することで、府立支援学校との

連携を強化することが望まれる。 

みを構築するなど、府立支援学校と連携を強化し

ました。 

（措置済み） 

（11）教育相談事業 

番号 所 管 課 項     目 意見の内容（要旨） R7.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 R8.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 

47 こども・いじめ何

でも相談課 

子どもに関する

情報共有運用

の見直しについ

て 

市では、要支援対象者の課題の早期発見・早期対

応を目的として「こども情報システム」を導入している

が、保護者の同意が得られた場合のみ他の部署との

情報共有ができるという運用となっている。 

システム導入の目的及び個人情報保護審議会の

答申を踏まえ、保護者や子どもの利益のために必要

となった場合には、速やかに情報が共有されるよう運

用を見直す必要がある。 

また、情報共有の目的を鑑み、共有した情報に基

づく関係部署間での連携にかかる運用等についても、

合わせて整理・検討することが望ましい。 

 課題の早期発見・早期対応や支援の充実とい

った本来の目的に立ち返り、市内部の関連部署間

では、法令の範囲内において、保護者の同意を得

ることなく支援に必要な情報を速やかに共有する

運用へと見直しました。 

また、詳細な相談内容等、解釈に細かなニュア

ンスを要する情報については、文字情報のみによ

る誤解を防ぐため、担当部署間での直接確認を並

行して行うなど、適切かつ迅速に情報共有を行っ

てまいります。 

（措置済み） 

（12）スクールソーシャルワーカー活用事業 

番号 所 管 課 項     目 意見の内容（要旨） R7.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 R8.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 

48 教育センター スクールソーシ

ャルワーカー

（SSW）研修効

果測定について 

市の SSW 向け研修は、当初「連絡会」として外部向

けに実施されていた経緯もあり、研修の効果測定が

行われていない。そのため、研修が資質向上や人材

確保にどの程度寄与しているかを把握できず、今後

の研修内容の改善や SSW の資質向上、人材確保の

強化策について有効性が担保できていない可能性が

ある。 

したがって、参加者へのアンケート等を活用した効

果測定を実施するとともに、その結果を定期的に分析

し、研修の内容や方法を柔軟に見直すことで、児童生

徒への支援体制の充実につなげることが期待できる。 

 研修受講者への受講アンケートを作成し、研修

の内容について評価を実施しました。 

（措置済み） 

（20）学校施設計画推進事業 

番号 所 管 課 項     目 意見の内容（要旨） R7.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 R8.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 

49 教育施設課 臨時会議の記

録管理について 

定例会議の代替である臨時会議の記録が残されて

ない場合、事業の進捗状況や課題対応の履歴が不明

確となり、意思決定や事務の正確性・効率性に支障を

きたすおそれがある。また、不参加者への情報共有

が適切に行われず、課題や対応策を検証する際に必

要な情報が不足し、組織運営の透明性や説明責任が

損なわれるリスクも生じる。 

 令和７年度の組織機構改革により、教育政策課

学校運営室と公共建築課営繕室を統合・再編し、

教育施設課として一体化したことで、従前の組織

間の運用である定例・臨時の会議は現在開催して

おりません。教育委員会事務局と市長部局との会

議は、適宜開催しており、その会議録を作成し内

容を適切に記録・共有しています。 
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したがって、臨時会議についても議事録等の記録を

適切に作成し、会議内容や課題対応の履歴を体系的

に管理する体制を整備すべきである。 

（措置済み） 

 

 

２．改善措置等に向け取り組み中の事項 
【平成 26 年度】生活保護事業に関する事務の執行について 

≪意見≫地方自治法第 252 条の 38 第２項に基づく意見に対する取り組み等について 

１．生活保護事業の実施体制 
番号 所 管 課 項     目 意見の内容（要旨） R7.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 R8.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 

1 人事課 より適切な生活

保護事業執行

のための体制

整備について 

大阪府の訪問調査基準回数に準拠した訪問を実施

できていない等、人員不足が市の生活保護事業の執

行にとって制約となっている。 

市は、長期的にケースワーカーと査察指導員の増

員を、当面は面接指導員やアルバイトの増員等、人

員体制の整備を図ることが必要である。 

令和３年４月に生活支援課の生活困窮者支援

に係る業務を地域共生推進課へ移譲し、生活福

祉課と生活支援課を統合再編しました。また、計

画的にケースワーカーの増員を進めているほか、

社会福祉士の資格を持つ福祉職を複数配置し、

体制の強化を図っています。職員数の不足につい

ては、採用計画に基づき、適正にケースワーカー

と査察指導員の配置を実施し、当面は適正な面

接指導員や会計年度任用職員の配置を行い、人

員体制の整備を図ってまいります。 

（同左） 

 

【平成 27 年度】市単費事業に関する事務の執行について 

≪意見≫  地方自治法第 252 条の 38 第２項に基づく意見に対する取り組み等について 

（23）図書館サービスの充実事業 

番号 所 管 課 項     目 意見の内容（要旨） R7.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 R8.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 

1 生涯学習課 公設図書館の

運営方法の検

討について 

より効率的かつ効果的な図書館運営を行っていくに

は、他自治体の公設図書館の取組みを参考とすると

ともに、民間事業者のノウハウも積極的に取り入れて

いくことも重要である。 

市は平成 27 年度に開設した龍華図書館において

指定管理者制度を導入した。市直営施設において

は、指定管理者のノウハウを研究し、より良い取組み

は吸収していくとともに、現在の龍華図書館の運営状

況や利用者の評価を踏まえて検証した上で、効果が

より効率的かつ効果的な図書館運営を行って

いくにあたり、龍華図書館以外の３館のうち特に山

本図書館・志紀図書館における指定管理者制度

の導入については、人件費高騰の導入効果への

影響等も踏まえながら、引き続き検討を進めてい

るところです。 

（同左） 
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高いとなれば、他の３図書館においても指定管理者に

よる運営について引き続き検討されたい。 

 

【平成 28 年度】外郭団体の財務に関する事務の執行及び当該外郭団体の出納その他の事務の執行について 

≪意見≫  地方自治法第 252 条の 38 第２項に基づく意見に対する取り組み等について 

（５）公益社団法人八尾市シルバー人材センター 

番号 団体・所管課 項     目 意見の内容（要旨） R7.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 R8.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 

1 シルバー人材

センター 

高齢介護課 

事務所の整備

に必要な資金

の確保について 

シルバー人材センターは、経年劣化による事務所

の老朽化が著しいこと、事業拡大とともに手狭になっ

ていることから、建て替えを含めた整備を検討してお

り、「特定費用準備資金等取扱規程」に従い整備に必

要となる資金として平成 27 年度より５年間にわたり年

間 16,000 千円ずつ計上する計画としているが、現状

としては整備の方法や工事費総額、市との負担関係

について決まっていない。 

整備の方法や市との負担関係についての市と協議

をできるだけ早急に進めて、シルバー人材センターと

して整備に必要な資金を計画的に確保するために、

どれだけの資金の確保が必要なのかを見積もり、計

画的に資金を計上していくべきである。 

シルバー人材センターは、事務所建設準備資

金積立資産として積み立てを行っており、整備に

必要な資金を計画的に確保するため、引き続き、

整備のあり方や資金計画について市と協議を行

いながら、計画的な資金計上を行ってまいります。 

市としては、事務所の老朽化に伴う、建て替え

を含めた整備のあり方について、市の公共施設マ

ネジメントの考え方とシルバー人材センターが作

成する資金計画等の内容を踏まえシルバー人材

センターと協議を行ってまいります。 

シルバー人材センターの事務所整備につきまし

ては、令和７年度に市とシルバー人材センター間

で協議を行い、土地については市有地を無償貸

与し、建設費についてはシルバー人材センターが

負担する方向性で進めております。 

現在、事業スケジュールや建設規模、概算費用

の算定に向けた調整を行っており、今後、これら

の詳細が固まり次第、必要となる資金額を見積も

り、計画的な資金計上が図られるよう、継続的に

シルバー人材センターと協議を進めてまいりま

す。 

 

【令和元年度】高齢者福祉に関する事務の執行について 

≪意見≫  地方自治法第 252 条の 38 第２項に基づく意見に対する取り組み等について 
番号 所 管 課 項     目 意見の内容（要旨） R7.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 R8.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 

1 高齢介護課 キャッシュカード

を端末で読み込

む方法による口

座振替の手続

の導入について 

国民健康保険料等については、キャッシュカードを

窓口に設置している端末に読み込ませる方法により、

銀行印なしで口座振替を申し込む方法が採用されて

いるが、介護保険料については、それが採用されてい

ない。 

他市における徴収率の増加への寄与の動向や、導

入費用・手数料等のコストを踏まえ、上記の方法の導

入の是非を検討すべきである。 

キャッシュカードによる口座振替の申し込みを

実現するためのシステム改修のコストについて、

システム全体の改修時期との調整も踏まえて調査

しており、他市の動向をふまえ、導入の可否を検

討してまいります。 

（同左） 

2 高齢介護課 税部局等との連

携について 

現在、介護保険料の滞納については、市税等の他

の強制徴収債権を所管する部局等との間で、ノウハ

ウの共有や個別の案件の具体的な照会、その他の情

報共有に関する具体的な連携はなされていない。 

滞納事案への対応において、滞納者に関して

の税部局が把握している資産や収入状況を活用

することができるよう、関係課の情報共有を検討し

てまいります。 

 

（同左） 
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滞納者の資産や収入、交渉状況等について、税部

局への照会等の方法による情報共有を検討すべきで

ある。 

3 高齢介護課 

地域支援室 

市が特定の事

業者への委託

契約を行う方式

について 

徘徊高齢者探知システム運用業務委託契約は、市

が特定の事業者に、ＧＰＳによる探知システムの運用

を委託し、市が「委託者」となり、事業者に初期費用相

当額を委託料として支払うというものである。しかし、

利用者と事業者との間では、通常の直接契約するサ

ービス利用者の場合と同様に契約がされており、ま

た、毎月の利用料等について、市は特に補助等を行

わないといったことに照らせば、その実質は高齢者や

家族がＧＰＳを利用する際の初期費用の補助としての

側面が強い。 

市が特定の事業者との随意契約による委託という

方式により、費用を拠出することは、特定の事業者の

みを有利に取り扱うことになり、事業者間の公平という

見地から問題がある。初期費用の一定額補助や複数

事業者への委託であれば、このような問題は生じな

い。現行の委託方式の継続の是非を検討されたい。 

他市の調査結果や、高齢者あんしんセンター及

び実際の利用対象者へのアンケート結果等を踏

まえ、有効かつ適切な事業内容について検討を進

めております。 

国において、通信機能を備えた認知症老人徘

徊感知機器の給付対象拡大が進められているこ

とから、その制度改正の動向も踏まえ、現行の委

託方式の継続の是非を含め、事業者間の公平性

を確保した有効かつ適切な事業内容及び実施方

法について検討を進めてまいります。 

4 高齢介護課 将来的な事業

の方向性につ

いて 

高齢者住宅等安心確保事業は、大阪府営住宅に

生活援助員を派遣し、安否の確認・緊急時の対応等

の福祉サービスの提供を行うというものである。しか

し、民間の「サービス付き高齢者向け住宅」が急速に

増加しており、府市双方が協議の上、事業の継続の

必要性やニーズに即した事業のあり方を検討された

い。 

大阪府と協議を行いながら、今後の事業のあり

方を検討します。 

（同左） 

5 高齢介護課 老人福祉センタ

ーを含めた近隣

の公共施設の

役割の見直しに

ついて 

２か所の老人福祉センターは、築年数が 40 年を超

え老朽化が進んでおり、現状、当該施設を使い続ける

にあたっては、多額の修繕費用又は更新（建替）費用

が発生するものと想定される。 

同じ地域に存在する他の公共施設や公有地等も含

めた、地域全体のまちづくりとしてのあり方を検討する

べきである。  

老朽化等を踏まえた施設の更新整備につい

て、必要な機能を整理した上で、関係課と協議し

ながら、周辺の公共施設や公有地等も含めた地

域全体のまちづくりとして総合的かつ計画的に検

討を進めてまいります。 

老朽化等を踏まえた施設の更新整備につい

て、必要な機能を整理した上で、関係課と協議し

ながら、周辺の公共施設や公有地等も含めた地

域全体のまちづくりとして総合的かつ計画的に検

討を進めてまいります。 

なお、桂老人福祉センターにつきましては、

「（仮称）八尾市立３館複合施設整備基本計画」の

中で、近隣に所在する桂人権コミュニティセンター

及び桂青少年会館との複合施設としての整備に

向けて整理を進めているところです。 

6 高齢介護課 老人福祉センタ

ーで実施されて

いる入浴事業

老人福祉センターが設置された 40 年以上前と比べ

ると、高齢者福祉に求められる役割も変化している。

介護予防や社会参加の拠点としての役割など、入浴

事業の利用者数の推移、入浴事業の実施コスト、将

入浴事業について、実施コストや他市の状況等

を踏まえつつ継続の当否を検討してまいります。 

老人福祉センターの入浴事業につきましては、

設置から 50 年が経過し、高齢者福祉に求められ

る役割が介護予防や社会参加へと変化しているこ

と、また、多額の維持更新費用や実施コストを要



- 19 -  

- 19 - 

の今後のあり方

について 

来の維持更新費用、他市の状況なども踏まえ、更に

地域全体のまちづくりとして、両老人福祉センターの

あり方も踏まえて、入浴事業の継続の当否について

検討されたい。 

することから、その継続の当否を慎重に検討して

おります。 

なお、桂老人福祉センターにつきましては、

「（仮称）八尾市立３館複合施設整備基本計画」の

中で、近隣に所在する桂人権コミュニティセンター

及び桂青少年会館との複合施設としての整備に

向けて入浴事業についても整理を進めているとこ

ろです。   

 

【令和２年度】公の施設のうち指定管理者が管理運営を行うものに関する事務の執行について 

≪意見≫  地方自治法第 252 条の 38 第２項に基づく意見に対する取り組み等について 

（16）八尾市立龍華図書館 

番号 所 管 課 項     目 意見の内容（要旨） R7.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 R8.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 

1 生涯学習課 市立図書館全

体への今後の

指定管理者制

度の導入につ

いて 

４つの市立図書館について、直営による運営・指定

管理者による運営それぞれに、民間のノウハウの活

用というメリットと、指定管理者制度による運営の収支

構造上のデメリットが存在する。４館（八尾、山本、志

紀、龍華）の運営について、直営館と指定管理者運営

館とを併存させ、双方でサービスを競い合う、いわゆ

るハイブリッド型での運営を検討されたい。 

より効率的かつ効果的な図書館運営を行って

いくにあたり、龍華図書館以外の３館のうち特に山

本図書館・志紀図書館における指定管理者制度

の導入については、人件費高騰の導入効果への

影響等も踏まえながら、引き続き検討を進めてい

るところです。 

（同左） 

 

【令和３年度】委託契約に関する事務の執行について 

≪意見≫  地方自治法第 252 条の 38 第２項に基づく意見に対する取り組み等について 

（４）八尾市外国人相談窓口運営業務委託契約 

番号 所 管 課 項     目 意見の内容（要旨） R7.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 R8.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 

1 人権政策課 外国人相談窓

口のあり方につ

いて 

相談窓口について、将来的には、国の交付金事業

が終了する時期が来るため、持続可能な方法のもと

で、事業目的を実現するためには、サービス水準の見

直しや、一定の相談内容には受益者負担を導入する

など、事業のあり方の見直しを検討すべきである。 

国の交付金事業が終了することを見据え、対応

言語については利用実績を踏まえつつ精査を行

いました。 

（措置済み） 

引き続き、外国人住民間の共助を促す取り組み

や受益者負担の検討など、事業のあり方の見直し

を行ってまいります。 

（同左） 

2 人権政策課 今後の契約相

手方選定にあ

たっては競争性

を取り入れた方

現在まで２号随契による契約締結がなされてきた

が、業務の多くの範囲の再委託がされている状況が

見受けられ、競争性を排除していることと矛盾してい

る。遠からぬ時期に、契約相手方の選定にあたり、競

外国人材の受入拡大に対応するため、国の交

付金を活用し、外国人支援のノウハウや情報が集

約されるような手法を取りつつ、外国人相談窓口

体制の整備を進めているところです。 

より合理的で効果的な事業となるよう「外国人

市民情報提供事業委託」を本業務へ統合しまし

た。 
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法とすべきであ

ること 

争性・公平性が確保される契約方法（プロポーザル

等）を採用すべきである。 

なお、今後の ICT 技術の活用見込みなどを踏まえ

ると、これらの技術の活用に長じた業者への委託が

予算の有効活用につながる可能性が考えられるた

め、仕様書を作成する際に、併せて検討されたい。 

本業務内の通訳・翻訳業務において、ICT 技術

の活用に長じた業者へ業務委託する等、契約の

競争性が確保できる方法を検討してまいります。 

今後の契約相手方選定にあたっては、ICT 技術

の活用に長じた業者への委託など、契約の競争

性・公平性が確保できる方法を引き続き検討して

まいります。 

（８）八尾市人権啓発事業業務委託契約 

番号 所 管 課 項     目 意見の内容（要旨） R7.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 R8.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 

3 人権政策課 

会計課 

行政経営改革

課 

公金外現金の

管理方法につ

いて 

職員が公務として公金外現金を取り扱う場合につ

いての取り扱いルールを制定すべきである。また、委

託者側である市の事務担当職員と、受託者側で事務

局機能を担う職員が同一であることは、事務について

適切なチェックが働きがたいため、それらを担当する

職員を分離する等の改善をすべきである。 

委託者側である市の事務担当職員と、受託者

側で事務局機能を担う職員を別の職員にすること

で、チェック機能を維持し、適切な事務処理を実施

しております。 

また、公金外現金に関する全庁的なルールの

作成に向け、他市状況の調査を行い、取り扱いに

係るルール作りを進めております。 

（同左） 

（19）八尾市立中小企業サポートセンター事業業務委託契約 

番号 所 管 課 項     目 意見の内容（要旨） R7.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 R8.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 

4 産業政策課 プロポーザルの

活性化について 

現在、プロポーザルにより選定された平成 29 年度

の契約者と、継続して随意契約を締結している。プロ

ポーザル手続が行われた当時、このように随意契約

が継続されるとの明示がなかったが、今後は、プロポ

ーザル時に委託を継続することを予定する期間を明

示する、または債務負担行為による複数年契約の活

用等を検討されたい。 

同一事業者と継続して随意契約を締結している

状況について、令和４年度にプロポーザル方式に

よる公募を行い、複数事業者による競争のもと選

定を行いました。 

委託を継続することを予定する期間を明示する

ことについては、今回の提案内容や事業の実施

状況等を踏まえ、次回公募時には明示する方向

で検討しております。 

令和９年度において、事業者選定のための公

募を行うことを検討しており、公募の際には、委託

を継続することを予定する期間を明示します。 

（22）８種分別・指定袋制に係るごみ袋の製作及び配送業務委託契約 

番号 所 管 課 項     目 意見の内容（要旨） R7.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 R8.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 

5 循環型社会推

進課 

指定袋制を採

用し無償で配付

するという委託

業務自体のあり

方について 

大阪府内では、現在、八尾市のみが、指定ごみ袋

を無償で配付するという方式を採用している。しかし、

この方式は、ごみ袋の製作費用・配送費用のみなら

ず、配送の対象とならない市民への窓口配付や、配

送数量の確認等のための人件費のコストが生じてい

る。他の方式を含む方法の選択については、それぞ

れの諸々のコストや移行のコスト等の考慮を要すると

ころ、ごみ袋に関する制度のあり方を検討する必要が

ある。 

令和６年度に中間見直しを行った八尾市一般

廃棄物処理基本計画（ごみ編）において行ってい

る現行の指定袋の効果検証を踏まえつつ、今後

のごみ量の推移を注視しながら、指定袋制度のあ

り方について検討してまいります。 

（同左） 

 

  



- 21 -  

- 21 - 

（23）道路・水路台帳更新業務委託契約 

番号 所 管 課 項     目 意見の内容（要旨） R7.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 R8.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 

6 土木管財課 契約相手方の

固定について 

現在、道路台帳等のデータを更新するという業務に

ついて、同一事業者への随意契約が継続しており、そ

の前提となるシステムの定期的な更新についても同

一事業者への随意契約が継続している。一方で、道

路台帳のシステムの更新時に他業者の参入可能性を

検討しシステムを見直した場合には、更新業務につい

ても競争が可能となり委託業務のコスト低減につなが

るとなる可能性がある。入札やプロポーザル、複数者

の見積もりを比較したうえでの随意契約等の可否を検

討すべきである。 

また、他の所管課のシステムとの統合等によるトー

タルコストの削減についても、更新等にあたって検討

すべきと思われる。 

令和８年度の道路台帳管理システム更新に向

けて、複数事業者の見積書を徴取し、コストにつ

いて精査してまいります。 

また、システム内の地図情報については、他所

属との統合等が可能であるか検討してまいりま

す。 

（同左） 

 

【令和４年度】財産の管理及び運用に係る事務の執行について 

≪監査の結果≫ 地方自治法第 252 条の 37 第５項に基づく監査の結果に対する措置について 

（24）奨学資金貸付基金 

番号 所 管 課 項     目 監査の結果（要旨） R7.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 R8.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 

1 学務給食課 債務者が長期

間居所不明に

なっている債権

の不納欠損処

理について 

過去の当基金からの貸付のうち、貸付を受けたも

のが居所不明になった債権については、早急に回収

可能か検討して、回収不能と判断した場合には不納

欠損処理を行うべきと考える。 

当該債権が回収可能か判断するため、住民基

本台帳の照会や現地調査を行いました。今後は

回収の可否を判断し、八尾市債権管理条例等に

照らし合わせて適切に処理してまいります。 

当該債務者について、現地調査を実施するとと

もに、住民票・戸籍附票等の公用請求を行い、居

所及び資力の確認に努めてまいりました。 

現時点では、債務者の状況が八尾市債権管理

条例に定める債権放棄事由に該当する状況の確

認ができておらず、引き続き関係機関への照会や

周辺状況の確認等、債務者の所在調査を進めて

まいります。 

2 学務給食課 奨学資金貸付

基金の名称使

用について 

当基金を管理目的で使用しているが、基金の名称

を使用することは、地方自治法第 241 条に基づく基金

と混同し、誤解を招きかねない。したがって、奨学資金

貸付基金の名称を使用することは止めるべきである。 

当該基金の名称を変更する方向で検討を進め

てまいります。 

当該基金の名称を変更するなど、対応方法に

ついて検討を進めてまいります。 
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≪意見≫  地方自治法第 252 条の 38 第２項に基づく意見に対する取り組み等について 

１．基金の管理 

（共通事項） 
番号 所 管 課 項     目 意見の内容（要旨） R7.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 R8.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 

1 会計課 基金の資金運

用に係る運用

対象について 

基金の効率的運用を行い得るよう、運用対象を預

金債権とする場合の運用期間を拡大する規定の見直

しを図るべきであると考える。 

また、繰替運用や取崩しの想定されない基金の資

産については、会計年度内を運用期間とする必要が

ないため、複数年を運用期間とする預金債権以外の

運用対象、例えば債券を運用対象とすることで、運用

収益を拡大させることが可能となる。 

預金債権の運用期間を拡大する規定の見直し

や基金の運用対象については、他市の状況も踏

まえ、検討してまいります。 

（同左） 

2 会計課 資金運用に係

る諸規則等の

整備について 

現在の超低金利情勢においては、資産の効率的活

用という視点から債券への投資も選択肢のひとつとし

て検討すべき事項であり、そのためには、「八尾市債

券運用基準」の再整備を行い、併せて基金の活用計

画を策定し、具体的な資金運用を検討していくべきで

あると考える。 

債券運用基準の再整備や基金の活用計画の

策定については、他市の状況も踏まえ、検討して

まいります。 

（同左） 

 

（個別事項） 

（21）髙井道子公園基金 

番号 所 管 課 項     目 意見の内容（要旨） R7.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 R8.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 

3 土木管財課 基金の活用方

針の策定につ

いて 

当面は、現在の資金残高を取り崩すことで、設備や

安全な環境を維持･継続させることができるが、資金

がなくなる時期を見据え、基金残高が十分にある現時

点において、将来的な髙井道子公園のあり方を検討

し、財源となっている当基金の活用方針を策定するこ

とが必要と考える。 

基金を活用している公園維持管理コストの検証

や将来的な髙井道子公園のあり方について検討

してまいります。 

（同左） 

（23）奨学基金 

番号 所 管 課 項     目 意見の内容（要旨） R7.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 R8.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 

4 学務給食課 奨学基金のあり

方、活用計画の

策定について 

当基金からの事業費充当は運用利息のみで賄う方

針としているため、奨学金事業費の財源は一般会計

で補填を受けているが、ふるさと納税による積立分を

運用原資に回さず事業費に充当すれば、一般会計か

らの補填は不要となる。または、基金の積立目標など

奨学金事業費の財源について見直しを行い、

令和５年度予算においては、一般会計からの補填

は行わず、運用利息とふるさと納税による積立分

を充当することとしました。 

奨学金事業費の財源については、令和５年度

以降、一般会計からの補填は行わず、運用利息と

ふるさと納税による積立分を充当することとしてい

ます。 
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の計画を立て、積立目標達成までは引き続き寄附金

を奨学基金の運用原資とすることも考えられる。 

したがって、ふるさと納税による寄附金の増加とい

う環境変化の中、奨学基金の将来のあり方を検討し、

中長期計画として定めるべきと考える。 

引き続き、寄附金等の財源の変化に対応する

ため、中長期計画の策定について検討してまいり

ます。 

引き続き、本基金のあり方等を含め検討してま

いります。 

（24）奨学資金貸付基金 

番号 所 管 課 項     目 意見の内容（要旨） R7.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 R8.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 

5 学務給食課 利用実績の乏し

い貸付事業の

廃止について 

当基金による貸付制度は、大阪府育英会入学貸付

金の制度と重複しており、利用実績からかんがみて

も、八尾市の貸付制度の役割は全うしたと考える。し

たがって、奨学貸付事業は廃止するべきである。 

なお、貸付事業廃止までに、大阪府育英会入学貸

付金の制度や八尾市の奨学金給付制度の周知方法

等に市として課題がないかなど分析・検討し、利用予

定者の不利益にならないような取り組みを行うことが

望まれる。 

利用予定者の不利益とならないよう、貸付事業

を廃止する場合の市としての課題について分析・

検討してまいります。 

（同左） 

6 学務給食課 債務者が居所

不明になった場

合の債権の管

理体制の整備

について 

長期の間、居所不明となっている未償還金に対し

て、回収への取り組み、不納欠損に向けた手続きが

なされていなかったことを踏まえて、居所不明になった

場合の未償還金の取り扱いなど、当貸付事業の回収

事務についてルールを整備すべきと考える。 

当該債権の管理体制について見直しを行って

まいります。 

（同左） 

（25）三好萬次奨学基金 

番号 所 管 課 項     目 意見の内容（要旨） R7.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 R8.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 

7 学務給食課 基金の活用方

法について 

元本を維持し運用益を活用する方法は、安定的か

つ継続的な運用に資するものとして、条例制定当時に

おいては適当であったと考えられるが、現状において

は、十分な活用方法とは言いがたい。 

趣意書には、元本を維持することまでは明記されて

いないことからも、当基金の活用方法については改め

て検討するべきと考える。 

当該基金の活用方法については、改めて検討

してまいります。 

（同左） 

（26）杉本久仁一こども食育支援基金 

番号 所 管 課 項     目 意見の内容（要旨） R7.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 R8.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 

8 学務給食課 基金を財源に

実施する事業

の有効性評価と

基金の活用方

針の策定につ

いて 

寄附の目的である子どもの食育を充実させるため

には、現在実施している学校食育推進業務委託事業

の有効性評価を行ったうえで、基金の活用方針を定

め、他の事業への活用を含め、さらなる基金の有効活

用をするべく、活用方法の拡充を進めることが望まれ

る。 

現在実施している委託事業の有効性評価を行

うとともに、他の事業への活用など、基金を有効

活用できるよう検討してまいります。 

（同左） 
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9 学務給食課 学校食育推進

業務委託事業

における欠食児

童等に対する食

事提供費用の

精算方法につ

いて 

毎年 2,500 千円が学校食育推進業務委託事業の

予算として事業費に充当されているが、委託費の上限

が決まっていると、委託費の上限までしか支援を行わ

ないことから児童等に対して必要な支援が行き届かな

いといったことが生ずる可能性は否定できない。 

欠食児童等に対する食事提供については実績払い

とする契約を締結するべきと考える。 

学校食育推進業務委託事業について、欠食児

童等に対する支援を適切に行うことができるよう、

委託費の支払い方法を見直してまいります。 

（同左） 

 

【令和５年度】産業振興、雇用創出及び観光振興に係る事務の執行について 

≪意見≫  地方自治法第 252 条の 38 第２項に基づく意見に対する取り組み等について 

（４）オープンイノベーション推進事業 

番号 所 管 課 項     目 意見の内容（要旨） R7.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 R8.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 

1 産業政策課 市が賃料負担

をする「みせる

ばやお」の施設

の立地について 

現在の立地に「みせるばやお」の施設があること

で、どれだけ地域のにぎわいを創出できたのか評価

する必要がある。その結果を踏まえて今後も現在地に

て運営する必要があるのか、一定期間ごとに検討す

る体制を整備するべきと考える。 

また、仮に十分に地域がにぎわっている場合であっ

ても、このままにぎわい創出のため市が賃借料を負担

し続ける必要があるか検討することは必要である。 

当該施設によりどれだけ地域のにぎわいを創出

できたのかを把握するため、評価の方法について

検討してまいります。 

（同左） 

（10）無料職業紹介事業 

番号 所 管 課 項     目 意見の内容（要旨） R7.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 R8.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 

2 労働支援課 八尾市おしごと

ナビのあり方に

ついて 

増加傾向にある登録企業数や求人登録数に対して

求職者数が増加していない現状は、近年の労働力人

口の減少や完全失業者数の減少という社会環境に起

因している可能性があり、事業者の人材確保支援ツ

ールとして機能しているのか検証が必要と考える。ま

た、設置の経緯から特に女性の求職者にとって有用

なサイトとなっているのか検証が必要である。 

検証の結果、求人検索数及び就職者数が増加しな

いのであれば、あり方について検討するべきである。 

令和７年４月にサイトのリニューアルを行い、女

性も含めた求職者にとってより有用なサイトとなる

ように、運用の見直しとともに広報の取り組みを進

めているところです。 

従来の女性を主たる対象とした掲載求人の枠

組みを広げ、閲覧件数の増加を図りました。引き

続き、人材確保支援ツールとして機能するよう運

用を見直しながら、さらなる利用促進に向け、広報

の取り組みを進めてまいります。 

（11）ダイバーシティ経営推進事業 

番号 所 管 課 項     目 意見の内容（要旨） R7.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 R8.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 

3 労働支援課 八尾市中小企

業勤労者福祉

サービスセンタ

ーについて 

将来的にセンターが自主運営できる組織となるよ

う、会員数の増加に努めていく必要がある。 

また、利用者ニーズの高いところにサービスを集中

することで、民間事業者との差別化を図るとともに、最

会員数増加の取り組み及び自主運営に向けた

組織となるよう、事業計画作成等について協議・

指導しているところです。 

会員数増加の取り組み及び自主運営に向けた

組織となるよう、市とセンターが協議のうえ令和７

年度に策定した事業改善計画をもとに、進捗状況
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終的には自主運営できる事業計画が立てられるよう

に市は指導するなど、八尾市共済センターへの関与

の仕方を見直す必要があると考える。 

さらに、運営費補助との費用対効果等が見込めな

い場合は、八尾市共済センターのあり方を見直す必

要があると考える。 

等についての確認を行いながら、必要に応じて協

議・指導を行っているところです。 

（12）観光魅力創造事業 

番号 所 管 課 項     目 意見の内容（要旨） R7.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 R8.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 

4 観光・文化財課 八尾市フィルム

コミッション事業

の事業計画に

ついて 

まずは「長期事業計画」または「長期ビジョン」で、10

年後もしくはさらに遠い未来にめざす姿をまとめて活

動指針としたうえで、この「長期事業計画」または「長

期ビジョン」を実現するために３年から５年程度で実施

すべきことを示す「中期事業計画」を定めることが望ま

れる。 

当該事業は観光魅力創造事業における一つの

事業として、市の実施計画において位置付けや進

捗管理を行っておりますが、当該事業の方針や方

向性について、今後、検討してまいります。 

（同左） 

5 観光・文化財課 共催イベントの

リスク管理につ

いて 

「共催」の場合「後援」と比べ、事故、法令違反等な

どがあった場合、市の責任が強く問われる。 

したがって、想定される事故・法令違反等の発生可

能性、発生した場合の市の責任の範囲を検討したうえ

で、共催の可否を決定すること、及び共催相手との責

任関係を明確にしておくことが必要である。 

令和６年度の共催において、後援名義申請と同

様の誓約事項を定めた誓約書の提出を義務づけ

て実施しました。 

また、今後の共催においては、共催相手との責

任範囲や責任関係を明確にしたうえで実施してま

いります。 

（同左） 

（13）八尾河内音頭まつり振興事業 

番号 所 管 課 項     目 意見の内容（要旨） R7.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 R8.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 

6 観光・文化財課 八尾河内音頭

まつりのあり方

について 

八尾河内音頭まつりの運営資金となっている当事

業の補助金や委託費等実費に加えて、市職員の関与

にかかるコストも集計して、当事業の効果を分析する

必要がある。そして、補助金の規模や市職員の関与

度が、八尾河内音頭まつりの開催規模や運営方法に

大きく影響を及ぼすことを踏まえて、八尾河内音頭ま

つりのあり方自体を検討することが必要になると考え

る。 

まつりの開催に伴い発生している市のコストを

集計する方法や事業効果の分析方法について、

検討してまいります。 

（同左） 

（16）観光振興の計画について 

番号 所 管 課 項     目 意見の内容（要旨） R7.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 R8.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 

7 観光・文化財課 観光振興の計

画策定について 

新型コロナウイルス感染症の流行の前後で、人の

流れや観光に求めるものが変わった可能性もある

が、そのような環境変化があるときこそ、観光関連の

事業を進め、実行戦略を策定するうえで拠り所となる

観光振興計画を策定し、環境変化に合わせて計画を

見直しながら、毎年の実施計画を定めていくことが望

まれる。 

新型コロナウイルス感染症の流行前後におい

て、観光を取り巻く環境に大きな変化があった中

で、今後の社会情勢等を注視しつつ、あらためて

観光振興計画策定の必要性を検討してまいりま

す。 

大阪・関西万博後の社会情勢等を注視しつつ、

あらためて観光振興計画策定の必要性を検討し

てまいります。 



- 26 -  

- 26 - 

【令和６年度】子ども・子育て支援施策に係る事務の執行について 

≪意見≫  地方自治法第 252 条の 38 第２項に基づく意見に対する取り組み等について 

（個別事項） 

（６）成長手帳の配布 

番号 所 管 課 項     目 意見の内容（要旨） R7.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 R8.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 

1 こども施設運営

課 

八尾っ子・せい

ちょうぶっくの内

容の見直しにつ

いて 

八尾っ子・せいちょうぶっくの更新プロセスについて

は、掲載されている資料の更新の要否についての確

認のみで、構成やコンテンツ内容自体の見直しは行

われていなかった。八尾っ子・せいちょうぶっく自体が

現在の利用者にとって有益なものに更新されていな

ければ、事業の成果や効果を最大化することは困難

である。 

効率性・有効性の観点から、アンケート調査等を実

施し、現在の利用者のニーズにもとづいた資料構成

やコンテンツ内容自体の見直しが望まれる。 

今後、利用者のニーズ把握に努め、八尾っ子・

せいちょうぶっくのあり方について検討を進めま

す。 

 

（同左） 

2 こども施設運営

課 

八尾っ子・せい

ちょうぶっくに記

載されている統

計資料について 

令和５年度に配布された八尾っ子・せいちょうぶっく

には、2000 年度の統計資料が掲載されていた。一般

的に、利用者は最新の統計資料が掲載されていると

考えるため、最新の統計資料に更新するべきである。

今後の更新においては、常に最新の統計資料を掲載

することとし、次回更新時には留意されたい。 

資料の有用性を考慮し、情報の更新に留意しま

す。また、八尾っ子・せいちょうぶっくのあり方につ

いても検討を進めます。 

（同左） 

（13）施設型給付・指導事業 

番号 所 管 課 項     目 意見の内容（要旨） R7.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 R8.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 

3 保育・こども園

課 

保育・教育施設

からの給付費

申請システムの

導入について 

担当課における施設型給付に係る煩雑な事務負担

を削減するため、請求関係書類のチェック作業が最小

限となるような仕組みを導入することが望ましい。シス

テム導入といった方策を含め、費用対効果を勘案の

上、業務効率化を図るべきである。 

施設型給付費に係る事務に関しては、国におい

て令和８年度よりシステム導入が予定されている

ため、そのシステムを活用し業務効率化を図って

まいります。 

施設型給付費に係る事務に関しては、令和８年

度から導入される国のシステムを活用予定でした

が、国の事務に遅れが生じているため、システム

が導入され次第、そのシステムを活用し業務効率

化を図ってまいります。 

（15）病児保育事業 

番号 所 管 課 項     目 意見の内容（要旨） R7.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 R8.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 

4 保育・こども園

課 

病児保育施設

の整備について 

担当課は、病児保育施設数を増やしていく方針で

あるが、病児保育施設の整備にあたっては病児保育

に対する利用者のニーズをより十分に把握し、現状の

施設数の十分性や必要となる施設数について検討

し、利用者のニーズを満たすキャパシティを有する病

児保育施設を整備することが望まれる。 

病児保育施設については、ニーズを把握し、必

要となる施設数を検討してまいります。また、新た

な施設の整備に向けては、実施意向のある事業

者と具体的な協議を進めてまいります。 

病児保育施設については、ニーズを把握し、必

要となる施設数を検討してまいります。また、新た

な施設の整備に向けては、令和８年度中の開設

に向け実施意向のある事業者と協議を進めてい

るところです。 
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【令和７年度】学校教育に係る財務事務の執行について 

≪監査の結果≫  地方自治法第 252 条の 37 第５項に基づく監査の結果に対する措置について 

（共通事項） 

（１）現地調査に係るもの 

番号 所 管 課 項     目 意見の内容（要旨） R7.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 R8.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 

1 教育政策課 学校徴収金の

計上漏れにつ

いて 

学校徴収金について、要綱の規定と異なる処理を

している事例があった。 

学校徴収金事務担当者は要綱に従い、年度末日ま

でに発生した学校徴収金の収入・支出は当該年度の

収支として金銭出納簿に計上すべきである。 

 年度末日までに発生した学校徴収金の収入・支

出を当該年度の収支として金銭出納簿に計上す

ることについて、事務担当者会議等を通じて周知

徹底を図り、適正な会計処理の確保に努めてまい

ります。 

 

（個別事項） 

（１）小学校給食管理運営業務 

番号 所 管 課 項     目 意見の内容（要旨） R7.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 R8.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 

2 学務給食課 調理用備品の

現在高調査に

ついて 

調理用備品の現在高調査を課が独自に作成した設

備台帳を用いて実施しているが、当該台帳にはすべ

ての備品が網羅的に記載されていない状況であっ

た。 

管理すべき全備品が網羅された備品台帳を整備

し、これをもとに現在高調査を実施すべきである。 

 管理すべき全備品が網羅された備品台帳を整

備していくなど、対応方法について検討してまいり

ます。 

（２）児童生徒等及び教職員の保健管理、環境衛生業務 

番号 所 管 課 項     目 意見の内容（要旨） R7.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 R8.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 

3 学務給食課 備品の現在高

調査について 

学校に設置している AED 等の備品については、状

況に変化があった場合にのみ報告する旨の書面を学

校へ送付しているにとどまっている。 

状況に変化がない場合であっても、備品の現在高

調査を適切に実施すべきである。 

 令和８年度から状況変化の有無にかかわらず、

毎年度、時期を定めて全校の AED 等の備品現況

を確認する運用を予定してまいります。 
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≪意見≫  地方自治法第 252 条の 38 第２項に基づく意見に対する取り組み等について 

（共通事項） 

（１）複数部署にまたがるもの等 

番号 所 管 課 項     目 意見の内容（要旨） R7.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 R8.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 

1 教育政策課 手書きの出勤

簿の見直しにつ

いて 

紙の出勤簿による勤怠管理は、計算ミスが生じるリ

スクや事務負担の増大、正確性・経済性の低下が懸

念される。 

カードリーダーの導入や、勤務時間入力用パソコン

の設置など、電子化を進めて効率的かつ正確な勤怠

管理システムへの移行を検討・推進すべきである。 

 紙の出勤簿による勤怠管理については、市費

職員の勤怠管理の電子化を推進するため、既存

システムの活用やカードリーダーの設置等を検討

してまいります。 

2 教育政策課 人事関連業務

の役割分担整

理について 

教育委員会の人事関連業務が教育政策課と各所

属で分散していることは、事務処理の重複や連絡の

煩雑化を招き、事務の合規性や効率性の観点からも

課題がある。 

人事関連業務の役割分担を整理し、事務の正確性

や効率性の向上を図るべきである。 

 人事関連業務の正確性の向上と効率化をめざ

し、専門的な事務の教育政策課への集約化や各

学校での実施範囲の明確化など、教育委員会事

務局の人事関連業務実務上の課題整理を進めて

まいります。 

（２）現地調査に係るもの 

番号 所 管 課 項     目 意見の内容（要旨） R7.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 R8.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 

3 教育政策課 「校内会計監査

におけるチェッ

クポイント（例）」

の様式改訂に

ついて 

現地調査を行った一部の学校では、校内監査の際

に複数名によるチェックがなされていなかった。 

ダブルチェックの必要性が一目でわかるよう、「校内

会計監査におけるチェックポイント（例）」の様式を改

訂し、マニュアルの内容を充実させるべきである。 

 校内会計監査の実効性を高めるため、「校内会

計監査におけるチェックポイント（例）」を改訂し、

複数名による確認結果の記入欄や署名欄を設け

るとともに、マニュアルへ反映させ、ダブルチェック

体制を強化するよう検討してまいります。 

4 教育政策課 校内監査実施

頻度の見直しに

ついて 

校内監査について、学校徴収金等取扱要綱に規定

された回数より多く実施している学校があった。 

実施頻度については、教職員の負担軽減や市民の

公平性の確保といった観点も踏まえ、監査の目的が

十分達成できる範囲で見直しを検討することが望まし

い。 

 教職員の負担軽減と監査の質の確保を両立さ

せるため、学校徴収金等取扱要綱に基づき、監査

目的が達成できる適正な実施頻度（年１回以上）

とするよう各学校へ周知徹底してまいります。 

5 教育政策課 高額契約時の

見積取得につ

いて 

見積取得が１社のみの場合、業者間の価格競争が

働かず、契約条件の妥当性や経済性の確保が不透

明となるリスクが生じる。 

複数の見積取得が困難な場合には、他校の類似事

例や過去の契約実績等を参考にすることを有効な手

段とし、業者選定委員会において価格や契約条件の

妥当性について慎重に検討することが望ましい。 

 契約の妥当性と経済性を確保するため、複数

者からの見積取得が困難な場合には、他校の類

似事例や過去の契約実績との比較、業者選定委

員会での慎重な審議を行うよう指導を徹底し、適

正な契約執行に努めてまいります。 



- 29 -  

- 29 - 

6 教育政策課 義務教育学校

設置効果の評

価について 

義務教育学校の設置目的である教育活動の連続

性・一貫性の確保や教育効果の向上といった重要な

成果が、十分に検証・可視化されていない状況にあ

る。 

義務教育学校制度の有効性を総合的に検証する

ため、多角的な評価体制の構築や評価指標の設定を

行い、効果を継続的にモニタリングする体制を整備す

べきである。 

 義務教育学校における教育効果を客観的に確

認できるよう、まずは現在の評価指標や既存デー

タの収集状況を精査し、どのような項目が有効な

指標となり得るかについて、研究を進めてまいりま

す。 

7 教育政策課 勤怠管理データ

の分析・活用に

ついて 

勤怠管理システムによって蓄積されるデータは、教

職員の健康を守るとともに、学校運営を改善し教育の

質を向上させるための重要な経営資源であるが、単

なる在校時間の記録・監視に留まり、組織全体での効

果的な活用や業務改善に結び付いていない状況が見

受けられる。 

教職員一人ひとりの心身の健康と持続可能な教育

環境の構築に向け、月別・職位別や学年・学級担任

別、特定の行事時期等、学校経営の改善に直結する

多角的な分析の視点を体系化し、各学校の管理職等

に共有するなど、勤怠管理データの活用を全所属学

校で推進するための具体的な支援策を講じるべきで

ある。 

 勤怠管理データを学校運営の改善につなげる

ため、教育委員会事務局が主導し、月別・職位別

などの多角的な分析視点を体系化した標準的な

分析ツール（エクセル等）の開発・提供が可能か、

研究してまいります。 

 

（個別事項） 

（１）学力向上推進事業 

番号 所 管 課 項     目 意見の内容（要旨） R7.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 R8.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 

8 学校教育推進

課 

事務事業評価

における評価指

標の見直しにつ

いて 

現行の指標は、主に学力テストの平均点や学習習

慣の定着度に限定されており、事業の主要な活動に

対する指標が十分に網羅されていない。 

また、指標の内容や算定方法が不明確であり、事

業成果を十分に把握できていない状況である。 

事業目的に直結する指標を導入し、定量的な成果

と定性的な成果をバランスよく設定することで、より実

効性の高い評価と事業改善につなげることが重要で

ある。 

 評価指標について、実施計画策定時期も勘案

しながら、より実効性のある指標となるよう検討を

進めてまいります。 

9 学校教育推進

課 

事務事業評価

における効率性

評価について 

現行の効率性評価は、具体的な数値や成果指標

が明示されていないため、効率性の評価根拠が不明

瞭である。 

 効率性評価について、事業成果と事業経費の

関係やコスト削減の観点から具体的な評価が行

えるよう、評価方法の見直しを現在検討していま

す。 
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効率性評価においては、事業成果と事業経費との

関係のほか、コスト削減や資源の有効活用の具体的

な取り組みなど、定量的な分析や根拠が必要である。 

（２）英語教育推進事業 

番号 所 管 課 項     目 意見の内容（要旨） R7.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 R8.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 

10 学校教育推進

課 

事務事業評価

における評価指

標の見直しにつ

いて 

現行の指標は、学力テストの平均点に限定されて

おり、事業の主要な活動に対する指標が十分に網羅

されていない。 

また、指標の内容や算定方法が不明確であり、事

業成果を十分に把握できていない状況である。 

事業目的に直結する指標を導入し、定量的な成果

と定性的な成果をバランスよく設定することで、より実

効性の高い評価と事業改善につなげることが重要で

ある。 

 評価指標について、実施計画策定時期も勘案

しながら、より実効性のある指標となるよう検討を

進めてまいります。 

11 学校教育推進

課 

事務事業評価

における効率性

評価について 

現行の効率性評価は、具体的な数値や成果指標

が明示されていないため、効率性の評価根拠が不明

瞭である。 

効率性評価においては、事業成果と事業経費との

関係のほか、コスト削減や資源の有効活用の具体的

な取り組みなど、定量的な分析や根拠が必要である。 

 効率性評価について、事業成果と事業経費の

関係やコスト削減の観点から具体的な評価が行

えるよう、評価方法の見直しを現在検討していま

す。 

（３）小中一貫教育推進事業 

番号 所 管 課 項     目 意見の内容（要旨） R7.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 R8.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 

12 教育センター 事務事業評価

における評価指

標の見直しにつ

いて 

現行の指標は、児童生徒の意識調査に依拠してい

るため、事業の直接的な効果や教職員の研修・交流

の成果、地域・保護者への情報発信の影響など、事

業目的に直結する定性的な側面が十分に評価されて

いない。 

事業目的に直結する指標を導入し、定量的な成果

と定性的な成果をバランスよく設定することで、より実

効性の高い評価と事業改善につなげることが重要で

ある。 

 事業目的に直結する指標について検討してま

いります。 

13 教育センター 事務事業評価

における効率性

評価について 

現行の効率性評価は、具体的な数値や成果指標

が明示されていないため、効率性の評価根拠が不明

瞭である。 

効率性評価においては、事業成果と事業経費との

関係など、定量的な分析や根拠が必要である。 

 評価根拠が明確になるよう、数値に基づいた定

量的な分析について、検討してまいります。 
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（４）子どもが輝く学校づくり総合支援事業 

番号 所 管 課 項     目 意見の内容（要旨） R7.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 R8.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 

14 学校教育推進

課 

事務事業評価

における評価指

標の見直しにつ

いて 

現行の指標は、事業の実施状況や活動の有無を測

るものが中心となっており、事業の本来の目的である

児童生徒の成長や地域との連携による教育効果、学

校の特色化といった成果に直結する指標が十分に設

定されているとは言い難い。 

事業目的に直結する指標を導入し、定量的な成果

と定性的な成果をバランスよく設定することで、より実

効性の高い評価と事業改善につなげることが重要で

ある。 

 評価指標について、実施計画策定時期も勘案

しながら、より実効性のある指標となるよう検討を

進めてまいります。 

 

15 学校教育推進

課 

事務事業評価

における効率性

評価について 

現行の効率性評価は、具体的な数値や成果指標

が明示されていないため、効率性の評価根拠が不明

瞭である。 

効率性評価においては、事業成果と事業経費との

関係のほか、コスト削減や資源の有効活用の具体的

な取り組など、定量的な分析や根拠が必要である。 

 効率性評価について、事業成果と事業経費の

関係やコスト削減の観点から具体的な評価が行

えるよう、評価方法の見直しを現在検討していま

す。 

（５）学校図書館活用推進事業 

16 学校教育推進

課 

事務事業評価

における評価指

標の見直しにつ

いて 

現行の指標は、一部の定量的指標のみが設定され

ており、事業の主要な活動に対する指標が十分に網

羅されていない。 

事業目的に直結する指標を導入し、定量的な成果

と定性的な成果をバランスよく設定することで、より評

価の実効性を高め、今後の事業改善につなげること

が重要である。 

 評価指標について、実施計画策定時期も勘案

しながら、より実効性のある指標となるよう検討を

進めてまいります。 

17 学校教育推進

課 

事務事業評価

における効率性

評価について 

現行の効率性評価は、定性的な記述にとどまって

おり、具体的な数値や根拠が十分に示されていない。 

効率性評価においては、事業成果と経費の関係の

ほか、コスト削減の具体的な取り組みなど、定量的な

分析や根拠が必要である。 

 評価指標について、実施計画策定時期も勘案

しながら、より実効性のある指標となるよう検討を

進めてまいります。 

（６）教育振興基本計画推進事業 

番号 所 管 課 項     目 意見の内容（要旨） R7.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 R8.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 

18 教育政策課 民間プール活

用による水泳授

業の実施時期

について 

水泳授業の実施時期は自校プールを利用する学

校と同様に慣例的に夏季期間に限定されており、屋

内温水プールの利点が十分に活かされていない状況

にある。 

民間プール活用の目的を、単なる「施設代替」から

「教育効果の最大化と運営の最適化」へと再定義する

ことで、より多くのメリットを享受できると考えられる。

 通年利用が可能な民間プールの利点を活かす

ため、他市の事例等も参考にしながら、現行の実

施時期を見直すことによる教育効果や実務上の

課題について研究してまいります。 
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まずは、民間プール活用の実施時期拡大を検討し、

将来的には対象校の拡大も視野に入れることが望ま

れる。 

19 教育政策課 事務事業評価

における評価指

標の見直しにつ

いて 

本事業では、多岐にわたる活動を展開しているが、

現行の指標は、「八尾市教育委員会点検・評価報告

書に対する学識経験者への意見聴取回数」のみが設

定されており、その他の主要な活動に対する指標が

十分に網羅されていない。 

事業目的に直結する指標を導入し、定量的な成果

と定性的な成果をバランスよく設定することで、より実

効性の高い評価と事業改善につなげることが重要で

ある。 

 事業の多角的な成果を適切に測定できるよう、

現行の指標に加え、教育振興基本計画の各施策

の進捗率や、民間プール活用の実施校数、部活

動改革の実施状況など、事業目的に直結する指

標の設定ができるかについて研究してまいりま

す。 

20 教育政策課 事務事業評価

における効率性

評価について 

事業費の急激な増加にもかかわらず、効率性評価

が一律の評価となっていることは、評価の妥当性・客

観性に課題があると考えられる。 

今後は事業費の推移と成果の関係を定量的に把

握し、コストパフォーマンス指標を導入することで、効

率性評価の妥当性・透明性を高めることが重要であ

る。 

 事業費の増加に対する説明責任を果たすた

め、新規・拡充要素（民間プール活用や部活動改

革等）に応じた要因分析を行うとともに、コストと成

果の関係を明確にするためのコストパフォーマン

ス指標の導入について研究してまいります。 

（７）小学校給食管理運営業務 

番号 所 管 課 項     目 意見の内容（要旨） R7.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 R8.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 

21 学務給食課 事務事業評価

における評価指

標の見直しにつ

いて 

現行の指標は、事業の主要な活動に対する指標が

十分に網羅されていない。 

事業目的に直結する指標を導入し、定量的な成果

と定性的な成果をバランスよく設定することで、評価の

実効性を高め、今後の事業改善につなげることが重

要である。 

 事業目的に直結する指標を追加し、衛生・安全

管理に係る事故発生件数や提供日数等の定量的

指標と、給食の満足度等の定性的指標を組み合

わせた評価の仕組みを検討してまいります。 

（８）中学校給食管理運営業務 

番号 所 管 課 項     目 意見の内容（要旨） R7.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 R8.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 

22 学務給食課 事務事業評価

における評価指

標の見直しにつ

いて 

現行の指標は、事業の実施状況や提供数を測るも

のが中心となっており、事業の本来の目的に直結する

指標が十分に設定されているとは言い難い。 

事業目的に直結する指標を導入し、定量的な成果

と定性的な成果をバランスよく設定することで、より実

効性の高い評価と事業改善につなげることが重要で

ある。 

 事業目的に直結する指標を追加し、衛生・安全

管理に係る事故発生件数や提供日数等の定量的

指標と、給食の満足度等の定性的指標を組み合

わせた評価の仕組みを検討してまいります。 
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（９）児童生徒等及び教職員の保健管理、環境衛生業務 

番号 所 管 課 項     目 意見の内容（要旨） R7.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 R8.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 

23 学務給食課 事務事業評価

における評価指

標の見直しにつ

いて 

現行の指標は、一部の定量的指標のみが設定され

ており、事業目的の達成状況は把握できない。 

事業目的に直結する指標を導入し、定量的な成果

と定性的な成果をバランスよく設定することで、より評

価の実効性を高め、今後の事業改善につなげること

が重要である。 

  事業評価指標については、事業目的に直結する

定性的指標の設定可能性を検討するとともに、定

量的・定性的側面をバランスよく捉えられるよう、

評価指標の見直しを検討してまいります。 

24 学務給食課 事務事業評価

における効率性

評価について 

現行の効率性評価は、定性的な記述にとどまって

おり、具体的な数値や根拠が十分に示されていない。 

今後は、コストの側面も考慮した指標を導入するこ

とで、効率性評価の妥当性・透明性を高めることが望

まれる。 

 コストの側面を考慮した指標の設定可能性を検

討するとともに、効率性の評価について、より実効

性のある評価指標となるよう検討してまいります。 

（10）特別支援教育推進事業 

番号 所 管 課 項     目 意見の内容（要旨） R7.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 R8.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 

25 教育センター 事務事業評価

における評価指

標の見直しにつ

いて 

現行の指標は、一部の定量的指標のみが設定され

ており、事業の主要な活動に対する指標が十分に網

羅されていない。 

事業目的に直結する指標を導入し、定量的な成果

と定性的な成果をバランスよく設定することで、より評

価の実効性を高め、今後の事業改善につなげること

が重要である。 

 事業目的に直結する指標について検討してま

いります。 

26 教育センター 事務事業評価

における効率性

評価について 

現行の効率性評価は、定性的な記述にとどまって

おり、具体的な数値や根拠が十分に示されていない。 

また、定量的な分析や根拠が示されていないため、

事業運営の効率性を客観的に評価することが困難で

ある。 

決算額の推移と事業の内容を関連付けて分析し、

効率性評価の透明性と説得力を高める必要がある。 

 評価根拠が明確になるよう、数値を用いた定量

的な分析について検討してまいります。 

（11）教育相談事業 

番号 所 管 課 項     目 意見の内容（要旨） R7.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 R8.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 

27 教育センター 事務事業評価

における評価指

標の見直しにつ

いて 

現行の指標は、事業の主要な活動に対する指標が

十分に網羅されていない。 

事業目的に直結する指標を導入し、定量的な成果

と定性的な成果をバランスよく設定することで、評価の

実効性を高め、今後の事業改善につなげることが重

要である。 

 事業目的に直結する指標について検討してま

いります。 
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28 教育センター 事事務事業評

価における評価

点付与方法の

見直しについて 

実績値が年度によって変動しているにもかかわら

ず、評価点に十分反映されていない。 

評価点の根拠が定量的な指標の達成度と十分に

連動していないことが一因と考えられるので、今後

は、設定した指標の達成度に基づき、より客観的かつ

透明性の高い評価点付与方法へと見直すことが望ま

れる。 

 評価根拠が明確になるよう、数値を用いた定量

的な分析について、検討してまいります。 

（12）スクールソーシャルワーカー活用事業 

番号 所 管 課 項     目 意見の内容（要旨） R7.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 R8.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 

29 教育センター 事務事業評価

における評価指

標の見直しにつ

いて 

現行の指標は、事業の主要な活動に対する指標が

十分に網羅されていない。 

事業目的に直結する指標を導入し、定量的な成果

と定性的な成果をバランスよく設定することでより評価

の実効性を高め、今後の事業改善につなげることが

重要である。 

 事業目的に直結する指標について検討してま

いります。 

30 教育センター 事務事業評価

における評価点

付与方法の見

直しについて 

実績値が年度によって変動しているにもかかわら

ず、評価点に十分反映されていない。 

評価点の根拠が定量的な指標の達成度と十分に

連動していないことが一因と考えられるので、今後

は、設定した指標の達成度に基づき、より客観的かつ

透明性の高い評価点付与方法へと見直すことが望ま

れる。 

 評価根拠が明確になるよう、数値を用いた定量

的な分析について検討してまいります。 

（13）就学援助事業 

番号 所 管 課 項     目 意見の内容（要旨） R7.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 R8.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 

31 学務給食課 事務事業評価

における評価指

標の見直しにつ

いて 

現行の指標は、単純に数値が増加することが事業

の成果や効果を示すものではなく、また経済状況や社

会情勢によって変動するため、事業の達成状況を直

接的に示す指標とは言い難い。 

事業目的に直結する指標を導入し、定量的な成果

と定性的な成果をバランスよく設定することで、より実

効性の高い評価と事業改善につなげることが重要で

ある。 

 事業評価の指標について、より適切なものとな

るよう検討してまいります。 

32 学務給食課 事務事業評価

における効率性

評価について 

現行の効率性評価は、具体的な数値や成果指標

が明示されていないため、効率性の評価根拠が不明

瞭である。 

今後は、事業費の状況と事業成果を関連付けて分

析し、効率性評価の透明性を高め、業務改善につな

げることが期待される。 

 事業評価の指標について、より適切なものとな

るよう検討してまいります。 
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（14）奨学金事業 

番号 所 管 課 項     目 意見の内容（要旨） R7.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 R8.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 

33 学務給食課 事務事業評価

における評価指

標の見直しにつ

いて 

現行の指標は、単純に人数の増減を示すものであ

り、事業の成果や効果を直接的に表すものではない。

また、経済状況や社会情勢によって申請者数や給付

者数が変動するため、事業の目的達成度を的確に評

価する指標とは言い難い。 

事業目的に直結する指標を導入し、定量的な成果

と定性的な成果をバランスよく設定することで、より実

効性の高い評価と事業改善につなげることが重要で

ある。 

 事業評価指標については、事業目的に直結す

る定性的な成果を反映する指標の設定可能性を

検討するとともに、定量的・定性的側面をバランス

よく捉えられるよう、評価指標の見直しを検討して

まいります。 

34 学務給食課 事務事業評価

における評価点

付与方法の見

直しについて 

現行の評価は、定量的指標の達成度と評価点が連

動しておらず、また定性的な記述に偏った評価となっ

ている。 

今後は、設定した指標の達成度や事業の実態・課

題に基づき、より客観的かつ透明性の高い評価点付

与方法へと見直すことが望まれる。 

 コストの側面を考慮した指標の設定可能性を検

討するとともに、効率性の評価について、より実効

性のある評価指標となるよう検討してまいります。 

（15）学校管理下における事故の災害共済給付制度に係る事務 

番号 所 管 課 項     目 意見の内容（要旨） R7.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 R8.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 

35 学務給食課 事務事業評価

における評価指

標の見直しにつ

いて 

現行の指標は、事業の本来の目的である「安心な

教育環境の確保」や「学校運営の円滑化」といった定

性的な成果を十分に反映していない。 

事業目的に直結する指標を導入し、定量的な成果

と定性的な成果をバランスよく設定することで、より実

効性の高い評価と事業改善につなげることが重要で

ある。 

 事業評価指標については、事業目的に直結す

る定性的な成果を反映する指標の設定可能性を

検討するとともに、定量的・定性的側面をバランス

よく捉えられるよう評価指標の見直しを検討してま

いります。 

36 学務給食課 事務事業評価

における効率性

評価について 

現行の効率性評価は、具体的な数値や成果指標

が明示されていないため、効率性の評価根拠が不明

瞭である。 

今後は、事業費の状況と事業成果を多面的に分析

し、効率性評価の透明性を高め、業務改善につなげ

ることが期待される。 

 コストの側面を考慮した指標の設定可能性を検

討するとともに、効率性の評価について、より実効

性のある評価指標となるよう検討してまいります。 

（16）学校 ICT 活用事業 

番号 所 管 課 項     目 意見の内容（要旨） R7.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 R8.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 

37 教育センター 事務事業評価

における評価指

標の見直しにつ

いて 

現行の指標は、ICT 環境の整備状況、児童生徒の

情報活用能力の向上といった事業目的に対する指標

が十分に網羅されていない。 

本事業の目的に直結する指標を導入し、定量的な

成果と定性的な成果をバランスよく設定することで、よ

 事業目的に直結する指標について検討してま

いります。 
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り実効性の高い評価と事業改善につなげることが重

要である。 

38 教育センター 事務事業評価

における有効性

評価について 

現行の有効性評価については、評価の根拠が教員

の指導力向上に限定されており、有効性の評価根拠

が十分とはいえない。 

事業目的との関連性を明確にした多面的な指標の

設定が必要である。 

 事業目的との関連性につながる指標の設定を

検討してまいります。 

（17）小規模特認校における特色ある教育推進事業 

番号 所 管 課 項     目 意見の内容（要旨） R7.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 R8.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 

39 学校教育推進

課 

小規模特認校

制度の効果検

証について 

小規模特認校制度の効果検証（中間報告）を行う

中で、「制度導入後３年～５年で効果検証する」として

令和９年度までの入学状況を見ていく必要があるとし

ている。しかし、少子化の進行により児童生徒数の大

幅な減少が見込まれる中、複数学級の実現という当

該事業の目的を将来にわたって継続的に達成するこ

とは極めて困難である。 

今後は、定量的な入学者数のみならず、定性的な

教育効果や地域への波及効果、そして学校ごとの経

費の状況や将来的な学校施設の建替え・維持管理コ

ストの観点も含めて検証を行い、制度の趣旨に沿った

有効な運用となるよう、事業内容の改善・展開を図る

ことが求められる。 

したがって、できる限り速やかに事業の効果検証を

実施し、事業の有効性・教育機会の公平性の観点か

ら、今後の事業の在り方について再検討することが望

ましい。 

 事業の効果検証のため、各校より教育効果等

の報告を求めています。今後、当該報告も踏まえ

た事業効果の検証を行うとともに、小規模特認校

制度の効果検証と併せた検討を実施してまいりま

す。 

40 学校教育推進

課 

事務事業評価

における評価指

標の見直しにつ

いて 

現行の指標は、一部の定量的指標のみが設定され

ており、事業の主要な活動に対する指標が十分に網

羅されていない。 

事業目的に直結する指標を導入し、定量的な成果

と定性的な成果をバランスよく設定することで、より評

価の実効性を高め、今後の事業改善につなげること

が重要である。 

 評価指標について、実施計画策定時期も勘案

しながら、より実効性のある指標となるよう検討を

進めてまいります。 

41 学校教育推進

課 

事務事業評価

における有効

性・効率性評価

について 

現行の有効性評価及び効率性評価は、定性的な

記述にとどまっており、具体的な数値や根拠が十分に

示されていない。 

事業費の状況と事業成果を関連付けて分析し、効

率性評価の透明性を高め、改善につなげることが期

待される。 

 評価指標について、実施計画策定時期も勘案

しながら、より実効性のある指標となるよう検討を

進めてまいります。 
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（18）学校適正規模等推進事業 

番号 所 管 課 項     目 意見の内容（要旨） R7.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 R8.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 

42 教育政策課 学校規模等の

適正化に向け

た取り組みの促

進について 

現在実施している方策（①施設一体型の小中一貫

校、②小規模特認校制度）のみでは学校規模等の適

正化を十分に実現することは困難であり、審議会答申

で示された残りの方策（③通学区域の変更、④学校の

統廃合）への着手は避けられないと考えられる。 

市の学校規模の推計によれば、令和 12 年には小

規模校が全体の約 30%を占める見込みである。通学

区域の変更や学校の統廃合などの合意形成には相

当の時間を要することが見込まれるため、学校規模

等の適正化に向けた取り組みを速やかに進める必要

がある。 

また、推進にあたっては、将来の児童生徒数や通

学条件、施設の老朽化状況に加え、財務的な視点か

ら学校施設ごとのコスト情報（支出のみならず、減価

償却費等を含むもの）を整理し、考慮することも重要で

ある。 

 将来の児童生徒数の推計や施設の老朽化状

況に加え、財務的な視点によるコスト情報の整理

方法について、他市の事例等を参考にしながら、

本市の実情に適した適正化方策のあり方を研究し

てまいります。 

43 教育政策課 事務事業評価

における評価指

標の見直しにつ

いて 

現行の指標は、定量的指標のみが設定されてお

り、事業の主要な活動に対する指標が十分に網羅さ

れていない。 

事業目的に直結する指標を導入し、定量的な成果

と定性的な成果をバランスよく設定することで、より評

価の実効性を高め、今後の事業改善につなげること

が重要である。 

 事業の主要な活動を適切に反映できるよう、現

在の定量的指標に加え、事業目的に直結する新

たな評価指標の設定について研究を進めてまいり

ます。 

44 教育政策課 事務事業評価

における有効

性・効率性評価

について 

現行の有効性評価及び効率性評価は、定性的な

記述にとどまっており、具体的な数値や根拠が十分に

示されていない。 

事業費の状況と事業成果を関連付けて分析し、効

率性評価の透明性を高め、改善につなげることが期

待される。 

 事業経費と事業成果の関連性をより客観的に

分析・説明できる手法について具体的な数値等の

活用を含め、研究してまいります。 

（19）小学校給食施設整備事業 

番号 所 管 課 項     目 意見の内容（要旨） R7.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 R8.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 

45 学務給食課 事務事業評価

における評価指

標の見直しにつ

いて 

現行の指標は、主に事業の進捗や物理的な更新状

況に関する定量的な指標が中心となっており、事業の

主要な活動に対する指標が十分に網羅されていな

い。 

事業目的に直結する指標を導入し、定量的な成果

と定性的な成果をバランスよく設定することで、より実

 事業目的に直結する評価項目として、衛生・安

全、労働環境、学校給食の質的な改善状況を反

映できるよう、定量と定性を組み合わせた指標を

検討してまいります。 
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効性の高い評価と事業改善につなげることが重要で

ある。 

46 学務給食課 事務事業評価

における評価点

付与方法の見

直しについて 

現行の評価は、定量的指標の達成度と評価点が連

動しておらず、また定性的な記述に偏った評価となっ

ている。 

今後は、設定した指標の達成度や事業の実態・課

題に基づき、より客観的かつ透明性の高い評価点付

与方法へと見直すことが望まれる。 

 設定した指標ごとの達成状況を評価に確実に

反映する、客観的かつ透明性の高い評価点付与

方法を検討してまいります。 

（20）学校施設計画推進事業 

番号 所 管 課 項     目 意見の内容（要旨） R7.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 R8.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 

47 教育施設課 事務事業評価

における評価指

標の見直しにつ

いて 

現行の指標は、事業の主要な活動に対する指標が

十分に網羅されていない。 

事業目的に直結する指標を導入し、定量的な成果

と定性的な成果をバランスよく設定することで、より評

価の実効性を高め、今後の事業改善につなげること

が重要である。 

 第７期実施計画策定時に評価指標として「営繕

工事実施校数」を設定します。 

48 教育施設課 事務事業評価

における評価点

付与方法の見

直しについて 

現行の評価は、定量的指標の達成度と評価点が連

動しておらず、また定性的な記述に偏った評価となっ

ている。 

今後は、設定した指標の達成度や事業の実態・課

題に基づき、より客観的かつ透明性の高い評価点付

与方法へと見直すことが望まれる。 

 第５期実施計画の評価時に定量的視点での記

述を加える予定です。 

（21）人事管理業務 

番号 所 管 課 項     目 意見の内容（要旨） R7.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 R8.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 

49 教育政策課 事務事業評価

における評価指

標の見直しにつ

いて 

現行の評価指標は、主に活動量や実施件数に限

定されており、事業の主要な活動に対する指標が十

分に網羅されていない。 

本事業の目的に直結する指標を導入し、定量的な

成果と定性的な成果をバランスよく設定することで、よ

り実効性の高い評価と事業改善につなげることが重

要である。 

 教職員の資質向上や事務の効率化等の成果を

適切に測定できるよう、単なる研修実施数や活動

量のみならず、能力開発の効果や事務負担軽減

の度合いを測るための新たな評価指標の導入に

向けて研究してまいります。 

50 教育政策課 事務事業評価

における有効性

評価について 

現行の有効性評価については、評価の根拠が研修

の実施や能力開発に限定されており、有効性の評価

根拠が十分とはいえない。 

有効性評価においては、教職員の負担軽減や教育

活動の充実といった定性的な成果や、事業目的との

関連性を明確にした多面的な指標の設定など、定量

的・定性的な分析や根拠が必要である。 

 有効性評価の根拠を明確にするため、研修実

施による能力開発の効果測定や、働き方改革の

推進による時間外勤務の削減状況、教育活動の

充実度など、多面的な視点から定量的・定性的な

分析を行えるよう研究してまいります。 
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（22）通学路の安全確保事業 

番号 所 管 課 項     目 意見の内容（要旨） R7.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 R8.7.20 までの取組等の内容と改善の方針 

51 学校教育推進

課 

事務事業評価

における効率性

評価について 

予算・決算額が前年度比で大幅に増加しており、主

な内容が工事請負費であるにもかかわらず、効率性

評価において工事費用の増加やその費用対効果に

ついて具体的な言及がなされていない。 

効率性評価においては、事業費の状況と事業成果

を関連付けて分析し、効率性評価の透明性を高め、

改善につなげることが期待される。 

 評価指標について、実施計画策定時期も勘案

しながら、より実効性のある指標となるよう検討を

進めてまいります。 

 

 


